
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【2018年３月 改訂版】 堺市 建築都市局 開発調整部 

2,000㎡以上から 
届出が必要です 
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改訂にあたって 

 

堺市は、2009年1月に国より環境モデル都市※1として選定され、同年4月には「堺市環境モデ

ル都市行動計画」を策定し、市民、事業者の皆様と協働し、 “快適な暮らし”と“まちの賑わい”が持

続する低炭素都市『クールシティ・堺』の実現をめざし取り組んできました。 

 

その取組のひとつとして、本市では、大阪府から事務の移譲を受けて、大阪府温暖化の防止等に

関する条例（以下「府条例」という）に基づき、『堺市建築物の総合環境配慮制度（略称：CASBEE
※１堺）』を2011年8月から実施しています。本制度は、環境に配慮した建築物の普及を図ること

を目的に、建築主に建築物の省エネルギー、省資源・リサイクル、周辺環境への配慮や緑化対策な

ど、総合的な環境配慮の取組を促すとともに、環境配慮の取組内容の提出を求め、その概要を公表

する制度です。 

2012 年 7 月からは、「届出の対象規模拡大」及び「一定条件の不動産広告への環境性能表示の

義務付け」を、2015 年 4 月からは、「太陽光発電などの再生可能エネルギー利用設備の導入検討

の義務付け」及び「非住宅部分の延べ面積が 10，000 ㎡以上の場合における省エネ基準への適合

義務」を開始しました。 

 

今般、「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）」により、一定の非

住宅建築物の新築・増改築時における一次エネルギー消費量の基準への適合が義務化されたことか

ら、府条例が改正され、非住宅部分の延べ面積が 2,000 ㎡以上の新築等において外皮基準への適

合と住宅部分の延べ面積が 10,000 ㎡以上かつ高さが 60ｍ以上の新築等において外皮、一次エネ

ルギー消費量の双方の基準への適合が2018年4月1日から義務化されることとなりました。また、

市民に広く知ってもらうことを目的に、2018 年 4 月 1 日以降の届出される特定建築物について、

建築物環境性能表示ラベルを工事現場の見やすい場所に表示することが義務化されることとなり

ました。 

 

このことから、2018 年３月に本マニュアルを改訂しました。本マニュアルは、『CASBEE 堺』

の内容と建築物環境計画書の作成や届出の手続き及び環境配慮の評価システム等について解説し

ています。市民、建築主、設計者、販売等受託者※３の皆さまには、本制度の趣旨をご理解いただき、

ご協力をお願いいたします。 
 

２０１８年３月  堺市 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ＣＡＳＢＥＥ（建築環境総合性能評価システム）：国土交通省の支援のもと、産官学の共同により開発されたシステムです。 

どれだけ環境に配慮した建築物であるかを評価、格付けする全国共通のものさしとして、全国２４の自治体で用いられています。 

ＣＡＳＢＥＥ（キャスビー）＝Comprehensive  Assessment  System for  Built  Environment  Efficiency 

※２ 環境モデル都市：低炭素社会の実現に向けて先駆的な取組みに挑戦する都市として、国から認定された都市です。 

（本市を含め１３都市が認定されています。） 

※３ 販売受託者：本制度を用いて、届出する建築物の販売または賃貸の代理または媒介するものをいいます。 

本制度では、建築物の環境配慮を評価するソフトとして、一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構の「CASBEE－建築（新築） 

20１6年版」を使用いたします。この評価ソフトにつきましては、発行元のマニュアルをご参照ください。 

詳しくは、一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構のホームページ（http://www.ibec.or.jp/）をご覧ください。 

＜語句の解説＞ 
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・ 

大阪府温暖化の防止等に関する条例が改正され、次の項目が 2018 年 4 月１日から施行されます。 

主な改正点は次の３つです。 

 

①非住宅部分の延べ面積が 2,000 ㎡以上の新築等において外皮基準への適合義務化 

②住宅部分の延べ面積が 10,000 ㎡以上かつ高さが 60ｍ以上の新築等において外皮、一次エネルギー 

消費量の双方の基準への適合義務化 

③建築物環境性能表示ラベルを工事現場の見やすい場所に表示することを義務化 

 

○届出様式・CASBEE 評価システム・建築物環境性能表示ラベルが新しくなります。  

○非住宅部分の延べ面積が 2,000 ㎡以上のもの、住宅部分の延べ面積が 10,000 ㎡以上かつ高さが 

60ｍ以上のものについては、省エネ基準に適合しているかを確認するとともに、適合状況について 

ホームページ上に公表します。 

 

 

条例改正のポイント 
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（CASBEE堺）      
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第１章 堺市建築物の総合環境配慮制度（CASBEE堺） 

「ＣＡＳＢＥＥ」の名前を初めて聞いた方のために 

本制度では、一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構の評価ソフトであるＣＡＳBEE建築（新築）

を使用します。ＣＡＳＢＥＥ（建築環境総合性能評価システム）とは、国土交通省の支援のもと産官学

の共同により開発されたシステムで、どれだけ環境に配慮した建築物であるかを評価・格付けする全国

共通の「ものさし」です。現在、本市を含め、全国で２４の自治体で使用されています。 

評価ソフトの「CASBEE建築(新築）」と評価マニュアルは、同機構の「ＣＡＳＢＥＥ建築（新築）」

のページから無料でダウンロードできます。評価ソフトは、2016年版の最新バージョンを使用してく

ださい。（ http://www.ibec.or.jp/CASBEE/index.htm ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

Ａ1．より良い環境品質・性能（Q）の建築物を、より少ない環境負荷（L）で実現しているかを評価します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

QとLの評価する項目は、合計でおよそ９0項目です。 

Qを分子に、Lを分母とする指標を、建築物の環境効率BEEといい、Ｑが大きく、Ｌが小さい、つまり 

ＢＥＥの値が高い建物ほど環境性能が良い評価となります。 

 
小　項　目　の　名　称

Q１ 室内環境 　1.音環境　2.温熱環境　3.光・視環境　4.空気質環境

Q２ ｻｰﾋﾞｽ性能 　1.機能性　2.耐用性・信頼性　3.対応性・更新性

Q３ 室外環境 　1.生物環境の保全と創出　2.まちなみ・景観への配慮　3.地域性・アメニティへの配慮

L1 ｴﾈﾙｷﾞｰ 　1.建物の熱負荷抑制　2.自然ｴﾈﾙｷﾞｰ利用　3.設備ｼｽﾃﾑの高効率化　4.効率的運用

L２ 資源・ﾏﾃﾘｱﾙ 　1.水資源保護　2.非再生性資源の使用量削減　3.汚染物質含有材料の使用回避

L３ 敷地外環境 　1.地球温暖化への配慮　2.地球環境への配慮　3.周辺環境への配慮

評 価 項 目 「住みやすさ」と 

「環境への配慮」の 

バランスが大事なんだ 

ランク 評 価 BEE値 ランク表示

S 素晴らしい BEE=3.0以上、Q=50以上 赤★★★★★

A 大変良い BEE=1.5以上3.0未満 赤★★★★

B＋ 良い BEE=1.0以上1.5未満 赤★★★

B－ やや劣る BEE=0.5以上1.0未満 赤★★

C 劣る BEE=0.5未満 赤★

Ｑ２．格付けの方法は？ 

Ａ2． BEEの値から、Sランク～Cランクまでの５段階 

の格付けとなり、赤星の数で表示します。 

Qの値（0～100点）を縦軸に、Lの値（0～100点）を 

横軸とするグラフ上に表示することにより、異なる建物 

の環境性能を明瞭に比較することができます。 

Ｑ３．評価しない項目はあるの？ 

Ａ3．審美性とコストや収益性は評価しません。 

建物の配置、形状、外装材料などの景観配慮、地域性 

に対する取組みは評価しますが、「建物の美しさ」などの 

審美性は評価しません。 

また、建物の市場価値、事業がもたらす収益性など、 

コストや収益性は地球環境とは別の視点からとらえるも 

のであるため、評価しません。 

敷地境界 

建物 建物 

排気、排熱、 

CO2 排出など 

Ｑ１．ＣＡＳＢＥＥ評価の仕組みは？ 

※評価結果については、評価ソフトごとに有効期限があります。ＣＡＳＢＥＥ新築（簡易版）は竣工後３年間有効です。 
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（CASBEE堺） 
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Q1 室内環境 色欄について、プルダウンメニューから選択、または数値・コメントを記入のこと 実施設計段階

1 音環境
1.1 騒音 dB(A)

建物全体・共用部分 重み係数(既定）＝ 0.50 住居・宿泊部分 重み係数(既定）＝ 0.00

レベル 3.0
事・病(待)・ホ・工・

住
学(大学等)・病(診) 物・飲 会 学(小中高) レベル 3.0 病・ホ・住

　レベル　1 50＜ [騒音レベル] 45＜ [騒音レベル] 55＜ [騒音レベル] 40＜ [騒音レベル] 60＜ [騒音レベル] 　レベル　1 45＜ [騒音レベル]

　レベル　2 (該当するレベルなし) (該当するレベルなし) (該当するレベルなし) (該当するレベルなし)
50＜ [騒音レベル]
≦60

　レベル　2 (該当するレベルなし)

■レベル　3
45＜ [騒音レベル]
≦50

40＜ [騒音レベル]
≦45

50＜ [騒音レベル]
≦55

35＜ [騒音レベル]
≦40

45＜ [騒音レベル]
≦50

■レベル　3 40＜ [騒音レベル] ≦45

　レベル　4
40＜ [騒音レベル]
≦45

35＜ [騒音レベル]
≦40

45＜ [騒音レベル]
≦50

30＜ [騒音レベル]
≦35

35＜ [騒音レベル]
≦45

　レベル　4 35＜ [騒音レベル] ≦40

　レベル　5 [騒音レベル] ≦40 [騒音レベル] ≦35 [騒音レベル] ≦45 [騒音レベル] ≦30 [騒音レベル] ≦35 　レベル　5 [騒音レベル] ≦35

騒音：　室内許容騒音レベル＊

２０ ２５ ３０ ３５ ４０ ４５ ５０ ５５ ６０

ＮＣ～ＮＲ １０～１５ １５～２０ ２０～２５ ２５～３０ ３０～３５ ３５～４０ ４０～４５ ４５～５０ ５０～５５

うるささ 無音感――― ―――――――――非常に静か――――――――― ―特に気にならない―――――― 騒音を感じる―               ――――――騒音を無視できない

５ｍ離れてささ ――――１０ｍ離れて会議可能―――― ――普通会話（３ｍ以内）―――― 大声会話（３ｍ）

やき声が聞こえる 電話は支障なし ―――――― 電話は可能― ―――――― 電話やや困難

スタジオ 無音室 アナウンススタジオ ラジオスタジオ テレビスタジオ 主調整室 一般事務室

集会・ホール 音楽堂 劇場（中） 舞台劇場 映画館・プラネタリウム ホテルロビー

病院 聴力試験室 特別病室 手術室・病室 診療室 検査室 待合室

ホテル・住宅 書斎 寝室・客室 宴会場 ロビー

一般事務室 重役室・大会議室 応接室 小会議室 一般事務室 タイプ・計算室

公共建物 公会堂 美術館・博物館 図書閲覧室 公会堂兼体育館 屋内スポーツ施設（拡）

学校・教会 音楽教室 講堂・礼拝堂 研究室・普通教室 廊下

音楽喫茶店 書籍店 一般商店

宝石店・美術品店 銀行・レストラン 食堂

＊）日本建築学会編：建築設計資料集成Ⅰ、環境、p13、丸善、1978

会話・電話への影
響

商業建物

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ4．どう採点すればいいの？ 

Ａ4．評価ソフトは、表計算ソフト上で簡単に入力できるように開発されています。 

入力手順の概要は、次のようになります。 

メインシート 

採点シート 

スコアシート 

評価結果シート 

※詳細は、一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構発行の評価マニュアルをご覧ください。 

＜入力シート＞ 

１．建物情報（用途、規模等）を入力 

２．採点結果（５段階評価）を入力 

３．計画書シートなどに数値を入力 

排出係数シート 計画書シート 配慮事項記入シート 

省エネルギー計画書、住宅性能表示の等級などを入力 

＜出力シート＞ 

評価結果のグラフ表示 

BEE 算出とランキング表示（赤星） 

LCCO2概算値をグラフと緑星の数で表示 

環境配慮設計のコンセプトを表示 

【 入力手順 】 

（Q1～LR3） 

各評価項目の得点と重み係数の一覧 

評価分野毎の総合得点算出 

【メインシートの例】 

【計画書シートの例】 

【採点シートの例】 

省エネ法の届出書類

を基に、数値を入力

すればいいんだね 

評　価　ソ　フ　ト
バージョン CASBEE-BD_NC_2014(v.2.0)

■使用評価マニュアル： CASBEE-建築(新築)2014年版

1）概要入力

① 建物概要

■建物名称

■建設地・気候区分

■地域・地区

■竣工年 (予定/竣工) 2016年12月

■敷地面積 XXX ㎡

■建築面積 XXX ㎡

■延床面積 3,000.00 ㎡

■建物用途名

■階数 地上○○F

■構造 RC造

■平均居住人員 XX 人（想定値）

■年間使用時間 XXX 時間/年（想定値）

② 評価の実施

■ 評価の実施 2014年7月8日 実施設計段階

■ 作成者 ○○○

■ 確認日 2014年7月10日

■ 確認者 ○○○

■LCCO2の計算 標準計算 →LCCO2算定条件シート（標準計算）を入力

2) 個別用途入力
①用途別延床面積　　

 事務所 3,000.00 ㎡                  事務所 3000.00 ㎡

官公庁 ㎡

 学校 0.00 ㎡       幼稚園・保育園 ㎡

     小・中学校　(北海道) ㎡

小・中学校 (北海道以外） ㎡

                     高校 ㎡

         大学・専門学校 ㎡

 物販店 0.00 ㎡   デパート・スーパー ㎡

その他物販 ㎡

 飲食店 ㎡

 集会所 0.00 ㎡          劇場・ホール ㎡

展示施設 ㎡

スポーツ施設 ㎡

 工場 ㎡ うち省エネ計画書対象面積 ㎡

 病院 ㎡

 ホテル ㎡

 非住宅　小計 3,000.00 ㎡

 集合住宅 0.00 ㎡                  専用部 ㎡

                   共用部 ㎡

② 住居・宿泊部分の比率

■病院の延床面積のうち、病室部分の床面積の比率

■ホテルの延床面積のうち、宿泊部分の床面積の比率

■集合住宅の延床面積のうち、住戸部分の床面積の比率 0.00

3）結果出力
スコアシート ●スコア

評価結果表示シート ●結果　 ●LCCO2計算

LCCO2算定条件シート ●標準計算 ●個別計算

用途名  含まれる用途

 事務所  事務所、庁舎、図書館、博物館、郵便局 など

 学校  小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、専修学校、各種学校 など

 物販店  百貨店、マーケット など

 飲食店  飲食店、食堂、喫茶店 など

 集会所  公会堂、集会場、ボーリング場、体育館、劇場、映画館、展示施設 など

 工場  工場、車庫、倉庫、観覧場、卸売市場 、電算室など

 病院  病院、老人ホーム、身体障害者福祉ホームなど

 ホテル  ホテル、旅館など

 集合住宅  集合住宅（戸建は対象外）

○○県○○市

商業地域、防火地域

○○

事務所,

○○ビル

小数値(「0.9」など)で

比率を入力して下さい。

小数値(「0.9」など)で

比率を入力して下さい。

■LR1　「省エネルギー計画書」等からの必要事項の転記 ■建物名称 ○○ビル

非住宅用途 住宅用途

1 建物の外皮性能

BPI= 1.000 品確法 等級4

1～7地域 ８地域

レベル BPIによる評価の場合 レベル 2.0 レベル 2.0

BPImによる評価の場合 レベル 2.0 レベル 2.0

地域 0 レベル 2.0 レベル 5.0

床面積 3,000 ㎡（工場除く） 0 ㎡

比率 1.00 0.00

LR1/1 .  建物外皮の熱負荷抑制 建物全体 レベル 2.00

旧PAL低減率への換算 0 ％

レベル 2.0

3 建物の一次エネルギー消費量

非住宅用途 共用部 専有部（全戸合計）

BEIｍ= 1.000 一次エネルギー消費率= 0.50 0.83 ※専有部は家電・調理分除く

BEIｍ（ｵﾝｻｲﾄ分含まない）= 0.900

レベル 3.0 レベル 5.0 レベル 5.0

床面積 3,000 ㎡ 0 0

LR1/3 .設備システムの高効率化 レベル 3.0 レベル

LR1/3.2　実績値を用いた総合評価 (1)補正 レベル 2.0

(2)実測値

レベル 3.00

ERRへの換算 5.00 ％ 55.00 ％

レベル 3.0 レベル 5.0

■基準一次エネルギー消費量 GJ/年 200 6,000 GJ/年

うち、その他エネルギー消費量（家電・調理分） 20 ←簡易計算から転記してよい

■設計一次エネルギー消費量(1) 100 5,000

■設計一次エネルギー消費量(2)※ 100 5,000

■太陽光発電等エネルギー総量（③ｵﾝｻｲﾄの取組） GJ/年 GJ/年

BEI(1) - 0.50

BEI(2) - 0.50

※設計一次エネルギー消費量(2)；省エネルギー計算でBEIを求める際の設計一次エネルギー消費量(1)に、

　　③オンサイトの取組で評価するエネルギー消費削減量（太陽光発電分等）を足し戻した一次エネルギー量

[BPI]での評価

モデル建物法[BEIm]での評価
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ＣＡＳＢＥＥ評価ソフトで評価できる建築物  

１）評価対象建築物 

評価ソフト「CASBEE建築（新築）」 は、戸建住宅を除く全ての用途に使用できます。 

用途の分類としては、下表の８つの用途及び集合住宅です。戸建住宅を評価する場合は、「ＣＡＳ

ＢＥＥ戸建（新築）」で行ってください。 

対象となる用途は、下表に示すように、「非住宅系用途」と「住宅系用途」の二つに区分されて

います。「住宅系用途」に区分される病院、ホテル、集合住宅は､「住居・宿泊部分」とそれ以外の

共用部分とに分けて評価を行う部分があります。 

また、工場では「Q1室内環境」と「Q2サービス性能」の評価は、主に居住エリア（事務所等）

を評価の対象とし、生産エリアは評価対象外とします。「LR1エネルギー」の評価は、生産プロセ

スに係るエネルギー消費は対象外とします。 

 

用途区分 用 途 名 同 等 の 具 体 例 

非
住
宅
系
用
途 

事 務 所 事務所、庁舎、図書館、博物館、郵便局など 

学   校 小学校、中学校、高等学校，大学、高等専門学校、専修学校、各種学校など 

物 販 店 百貨店、マーケットなど 

飲 食 店 飲食店、食堂、喫茶店など 

集 会 所 公会堂、集会所、ボーリング場、体育館、劇場、映画館、ぱちんこ屋、展示施設など 

工   場 工場、車庫、倉庫、観覧場、卸売市場、電算室など 

住
宅
系
用
途 

病   院 病院、老人ホーム、身体障害者福祉ホームなど 

ホ テ ル ホテル、旅館など 

集合住宅 集合住宅（戸建は対象外） 

 

２）複合用途建築物の評価 

2つ以上の用途が複合している建築物の評価は、評価者自らにより、評価対象の建築物に含まれる

各用途のレベル（得点）を、それぞれの床面積の比率により加重平均して行います。 

複合用途建築物における得点は、各用途の床面積比率により、次式から求められます。 

 

 

 

■（例）３つの用途が複合している場合の求め方 

評価結果Ａ 

複合用途の評価結果 

各用途の床面積の比率（Ａ：Ｂ：Ｃ）により結果を加重平均 

＜用途Ａ（事務所）＞ 

評価結果Ｂ 

＜用途Ｂ（集合住宅）＞ 

評価結果Ｃ 

＜用途Ｃ（ホテル）＞ 

 

「ＬＲ１-３ 設備システムの効率化」においては、非住宅用途、住宅の専用部、共用部それぞ

れにおける採点レベル（BPIや品確法における断熱等性能等級、一次エネルギー消費率などで評価）

により採点されたレベル（自動計算）することにより評価を行います。 

 

２ 

複合用途の得点＝Σ（用途毎の得点×床面積比率） 

※計算の結果、得られた点数は四捨五入して整数値を入力してください。 
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「ＣＡＳＢＥＥ堺」の目的  

本制度は、環境性能の高い建築物の普及を促進することによって、“快適な暮らし”と“まちの賑わい”

が持続する低炭素都市「クールシティ・堺」の実現を推進するものです。 

環境配慮に取組んだ結果を市ホームページで公表し、更に、「環境性能」として不動産広告物に表示す

ることにより、環境性能の高い建築物が評価される市場の形成と市民の環境意識の向上や啓発を図るこ

とを目的としています。 

 

 

制度の位置づけ 

この制度は、大阪府から事務移譲を受け、大阪府温暖化の防止等に関する条例（平成１７年大阪府条

例第１００号。以下「府条例」という。）第４１条に基づき、府条例及び同条例施行規則（平成１８年大

阪府規則第８４号）により実施するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本制度における格付けにおいて、Ａランク以上かつ「Ｑ３ 室外環境（敷地内）」及び「ＬＲ３  

敷地外環境」の評価が3.5以上の条件があります。 

※堺市総合設計制度許可要領 

http://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/jutaku/kenchiku/shidou/kenchiku/ 

kenchikukyoninka.files/sougousekkei29.3.pdf 

 

 

届出義務がある建築物  

建築基準法施行令第２条１項四号の前段に規定する延べ面積（増改築の場合は増改築部分の延べ面積）

が２，０００㎡以上の建築物（「特定建築物」という。）を新築や増改築する方（「特定建築主」という。）

は、届出の義務があります。 

同一敷地内に、複数棟の届出対象となる建築物を計画する場合は、棟別に届出が必要です。 

 

 

 

 

 

３ 

４ 

5 

届出の受理、公表、指導及び助言、報告及び資料の徴収、勧告に関する事務などが移譲されています。 

 

① 届出の概要は、堺市建築安全課の「CASBEE堺」のホームページに公表します。 

② 建築物の環境配慮を図るために必要があると認めるときは、建築物環境計画の内容について、指導   

または助言を行うことがあります。 

③ 建築物の環境配慮措置の実施状況その他必要な事項について、報告又は資料の提出を求めることが 

あります。 

④ 届出をすべき者が届出をしなかった場合や、虚偽の届出をしたときは、その者に対して必要な措置

を講ずべきことを勧告することがあります。 

また、勧告に従わない場合は、その方の住所や氏名などを公表することがあります。 

 

 

事務の移譲内容 

【環境配慮建築物の容積率の割増しを行う総合設計制度を適用する場合】 
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任意の届出となる建築物  

「堺市建築物の総合環境配慮に関する要綱」に基づき、建築基準法施行令第２条１項四号の前段に規

定する延べ面積が３００㎡以上２,０００㎡未満の建築物を新築、増築する方（「建築主等」という。）

も届け出ることができます。 

戸建住宅にあっては、新築する場合に限り、届け出ることができます。 

また、戸建住宅を除く３００㎡以上の建築物で、建築工事が終了した日から１年を経過するもの（「既存

建築物」という。）の所有者（建築主等と合わせて「届出者」という。）も届け出ることができます。 

 

対 象 建 築 物 届 出 の 種 別 

２,０００㎡以上の新築、増改築 義務 （特定建築物として府条例に基づく届出） 

３００㎡以上 ２,０００㎡未満の新築、増築 

任意の届出 

（堺市建築物の総合環境配慮に関する要綱に基づく届出） 
３００㎡以上の既存建築物（戸建住宅を除く） 

戸建住宅（面積不問）  新築のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

 

 

 

新築の建築物について 

道  路 

同一敷地内 

戸建住宅は 
延べ面積に関係なく 
任意の届出ができます 

 

 

 

既存の建築物について 

【既存建築物】 
延べ面積３００㎡未満は、

届出は不要です 
huy ができません 

増築棟の延べ面積が 
① ２，０００㎡以上の場合 

⇒新築としての届出義務があります 

② ３００㎡以上２，０００㎡未満の場合 

⇒任意の届出ができます 

既存棟 

増築棟 

延べ面積 
３００㎡未満 
⇒届出は不要です 

延べ面積 
３００㎡以上２，０００㎡未満 

⇒任意の届出ができます 

延べ面積 
２，０００㎡以上 
⇒届出義務があります 

【既存建築物】 
戸建住宅は、 

届出は不要です 

※評価するには、竣工後１年以上の運用実績が必要となります。 

 【既存建築物】 
延べ面積３００㎡以上 
⇒任意の届出ができます 

同一敷地内に建つ新築の複数建築物に対する考え方 

 

戸建住宅 

敷地内 

通路 

延べ面積は、 

各階の床面積の

合計です 
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「ＣＡＳＢＥＥ堺」の評価方法  

評価の方法は、建築環境総合性能評価システム（CASBEE評価ソフト）とそのスコアシートから抽出

した項目の数値を入力する堺市重点項目シートの２つに基づいて行います。 

評価ソフトは、一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構の「ＣＡＳＢＥＥ建築（新築）」のホー

ムページから無料でダウンロードできます。 

なお、CASBEE評価ソフトは、建築・環境分野を取り巻く状況の変化、技術の進歩など必要に応じて

見直されますので最新版を使用してくだい。（ http://www.ibec.or.jp/CASBEE/cas_nc.htm ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■使用する評価ソフトの組み合わせ（○印が使用するもの） 

 新築建築物（増改築含む） 既存建築物（戸建を除く） 戸建住宅 

ＣＡＳＢＥＥ建築（新築） ○   

ＣＡＳＢＥＥ建築（既存）  ○  

ＣＡＳＢＥＥ戸建（新築）   ○ 

堺市重点項目シート（新築・既存版） ○ ○  

堺市重点項目シート（戸建版）   ○ 

堺市重点項目シート（簡易版） 任意の届出の場合 に使 用  

 

 新 築・増 改 築の建 築 物の場 合   

CASBEE建築（新築）と堺市重点項目シート（ 新築・既存版 ）により評価を行ってください。 

また、任意の届出となる延床面積が３００㎡以上２，０００㎡未満の建築物は、堺市重点項目シート 

（簡易版）のみによる評価での届出もできます。 

 
 既 存 建 築 物の場 合   

CASBEE建築（既存）と堺市重点項目シート（ 新築・既存版 ）により評価を行ってください。 

また、任意の届出となる延床面積が３００㎡以上２，０００㎡未満の建築物は、堺市重点項目シート 

（簡易版）のみによる評価での届出もできます。 

 

 戸 建 住 宅 の場 合   

CASBEE戸建（新築）と堺市重点項目シート（ 戸建版 ）により評価を行ってください。 

なお、堺市重点項目シート（戸建版）のみによる評価も可能です。 

 

 

ＣＡＳＢＥＥ堺は、この２つの組み合わせです 

７ 

【 堺市 重点項目シート 】 

 

 

 

みどり・ヒートアイランド対策 

 

【大阪府・大阪市・堺市 共通の重点項目】 

エネルギー削減 

 

ＣＯ２削減 

 

 安全快適な暮らし 

安全・快適なエコライフの 

ために、ＣＡＳＢＥＥ評価 

のスコアシートから項目を

抽出しました 

堺市重点項目シートには、2,000㎡以上で使用する新築・既存版 

と2,000㎡未満で使用する簡易版と戸建版の３種類があります。 

新築建築物
既存

建築物
戸建
住宅

（増改築含む） (戸建を除く） (面積不問）

建築（新築）
既存

（簡易版）
戸建

（新築）

届出義務
（延べ面積）
2,000㎡以上

300㎡以上
使用する

ＣＡＳＢＥＥ

評価ソフト

任意

任意

任意

【 対象建築物 と CASBEE 評価ソフト の関係 】 

 

【堺市の独自項目】 

建物の断熱性 
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評価方法と表示方法の基準  

建物種別ごとによる評価方法とその表示方法の基準は、下表のようになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）堺市重点評価項目のみによる評価の場合、別表２の「みどり・ヒートアイランド対策」の基準は、別

表３の基準とします。 

 

■重点項目シートの種類及びバージョン （2018年4月１日現在） 

重点項目シートの名称 バージョン 

堺市重点項目シート（新築・既存版） Sakai_s2018v1.0 

堺市重点項目シート（簡易版） Sakai_k2018v1.0 

堺市重点項目シート（戸建版） Sakai_h2010v2.0 

 

 

 

 

 

 

 

既　　存 戸建住宅

届出義務

2,000㎡以上
の建築物

300㎡以上～
2,000㎡未満

の建築物

300㎡以上～
の建築物

面積不問

CASBEE 建築
（新築） 別表１ 別表１

CASBEE 建築
（既存） 別表１

CASBEE戸建-新築 別表１

ＣＯ２削減

建物の断熱性

エネルギー削減

自然エネルギーの
直接利用

みどり・
ヒートアイランド対策

安全快適な暮らし

新　築　・　増　改　築

任 意 に よ る 届 出

別表４別表２
（下段※参照）

別表２
（下段※参照）

堺市重点
評価項目 別表２

総合評価

評価方法及び評価項目

延べ床面積

（注）重点項目シートのバージョンは、随時更新される場合がありますので、最新版を使用してください。 

なお「堺市重点項目シート（簡易版）」のみによる評価では、建築物環境性能の表示デザインが異な

ります。詳しくは「第２章 堺市建築物環境性能表示制度」をご覧ください。 

８ 
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別表１

項　　目 評価結果 表示方法

 Ｓ （BEE値 3.0以上）  ★ ★ ★ ★ ★

 Ａ （BEE値 1.5以上3.0未満）  ★ ★ ★ ★

 Ｂ
＋

（BEE値 1.0以上1.5未満）  ★ ★ ★

 Ｂ
－

（BEE値 0.5以上1.0未満）  ★ ★ 

 Ｃ （BEE値 0.5未満）  ★ 

　　　・CASBEE建築（新築）
　　　・CASBEE建築（既存）
　　　・CASBEE戸建－新築

総合評価

評価方法

別表２

項　　目 評価結果 表示方法

学校(小中高)・集合住宅で3以上

上記以外の用途で4以上

学校(小中高)・集合住宅で2以下

上記以外の用途で3以下

別表３

項　　目 評価結果 表示方法

 50%以上　　　　　　　  ４点

 20%以上50%未満　　　   ３点

 10%以上20%未満＋中高木 ２点

 設けている  　　　　　 １点

 20%以上　　　　 　　  ３点

 5%以上20%未満　　　　 ２点

 行っている　　　　　  １点

 30%以上　　　　　　　 ４点

 20%以上30%未満　　　  ３点

 10%以上20%未満　　　  ２点

 設けている　　　　　  １点

 45%以上　　　　 　　　３点

 30%以上45%未満　　　　２点

 15%以上30%未満　　　　１点

 40%以上　　　　 　　　３点

 20%以上40%未満　　　　２点

 20%未満　　　 　　　　１点

 20%以上　　　　 　　　３点

 10%以上20%未満　　　　２点

 10%未満　　　 　　　　１点

建物の断熱性

安全快適な
暮らし

  CASBEE建築（新築）または
  CASBEE建築（既存）におけるバリアフリー計画、
  耐震・免震、地域性への配慮・快適性への向上、
  交通負荷抑制による評価
  （Ｑ２-1 1.1.3、Ｑ２-2 2.1、Ｑ３-3 3.1、ＬＲ３-2 2.3.3
  による評価）

自然エネルギー
直接利用

  CASBEE建築（新築）またはCASBEE建築（既存）に
  おけるエネルギーによる評価 （ＬＲ１-2による評価）

 1.5未満　　　　　　 評価１

ＣＯ２削減

 CASBEE建築（新築）または
 CASBEE建築（既存）における

 ＣＯ２に関する部分の評価

 （ＬＲ３－１　地球温暖化への配慮）

みどり・
ヒートアイラ

ンド
対策

  CASBEE建築（新築）または
  CASBEE建築(既存）における生物環境の保全
  と創出、敷地内温熱環境の向上、温熱環境悪化
  の改善による評価
　（Ｑ３-1、Ｑ３-3 3.2、ＬＲ３-2 2.2による評価）

エネルギー削減

評価方法

  CASBEE建築（新築）またはCASBEE建築（既存）に
  おけるエネルギーによる評価 （ＬＲ１-3による評価）

  CASBEE建築（新築）またはCASBEE建築（既存）に
  おけるエネルギーによる評価（ＬＲ１-1による評価）

 4.5以上　　　　　　 評価５

 3.5以上4.5未満　　　評価４

 2.5以上3.5未満　　　評価３

 1.5以上2.5未満　　　評価２

建物緑化指数

敷地面積に対する
中高木等の割合

 中高木による植栽や日陰の
 形成に努める
 （CASBEE　Q-3　3.2Ⅱ-1)
 による評価）

 地表面の被覆材に配慮する
（CASBEE　LR-3　2.2Ⅱ-3)
 による評価）

対策を施した
面積の割合

評価方法

対策を施した
外壁面積の割合

 建築外装材料等に配慮し、
 敷地外への熱的な影響を
 低減するように努める
（CASBEE　LR-3　2.2Ⅱ-4)
 による評価）

○

―

みどり・
ヒートアイランド

対策

対策を施した
屋根面積の割合

評価点の合計が

15点～20点　評価５
　

10点～14点　評価４
　

 5点～ 9点　評価３
　

 3点～ 4点　評価２
　

 1点～ 2点　評価１

 緑地の確保に努める
 （CASBEE　Q-3　3.1
 Ⅲ-1)、Ⅲ-2)による評価）

外構緑化指数
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別表４

項　　目 評価結果 表示方法

 4.5以上　　　　 評価５

 3.5以上4.5未満　評価４

 2.5以上3.5未満　評価３

 1.5以上2.5未満　評価２

 1.5未満　　　　 評価１

 　等級４　　　　４点

 　等級３　　　　３点

 　等級２　　　　２点

 　等級１　　　　１点

 　設置している　１点

 50%以上　　　　 ５点

 40%以上50%未満　４点

 30%以上40%未満　３点

 20%以上30%未満　２点

 20%未満　　　　 １点

①または②を行っている

１点

①または②を行っている

１点

 　等級４　　　　４点

 　等級３　　　　３点

 　等級２　　　　２点

 　等級１　　　　１点

 　等級３　　　　３点

 　等級２　　　　２点

 　等級１　　　　１点

  ３つ以上の取組み ３点

  ２つの取組み　　 ２点

  １つの取組み　　 １点

省エネ対策

 建物の断熱性による評価

 （CASBEE戸建-新築　LRＨ１-1 1.1による評価）

 日本住宅性能表示基準「5-1 省エネルギー対策等級」

みどり・
ヒートアイラン

ド
対策

設備の省エネルギー性による評価
給湯機器に潜熱回収型、電気ヒートポンプ式、太陽熱利用、
コージェネレーション設備を設置の有無（住戸部分に限る）

 評価点の合計が

 8点～10点 評価５
　
 4点～7点　評価４
　
 3点　　　 評価３
　
 2点　　　 評価２
　
 1点　　　 評価１

 CASBEE戸建-新築によるバリアフリー対応の評価

 （CASBEE戸建-新築 ＱH２-3 3.2 による評価）

 日本住宅性能表示基準
 「9-1 高齢者等配慮対策等級（専用部分）」

 CASBEE戸建-新築による自然災害に耐えることの評価

 （CASBEE戸建-新築 ＱH２-1 1.4 による評価）

 日本住宅性能表示基準
 「1-1 耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）」

安全快適な
暮らし

 CASBEE戸建-新築による地域の安全・安心への対応の評価

 （CASBEE戸建-新築 ＱH３-3 による評価）

評価方法

ＣＯ２削減
 CASBEE戸建－新築 によるＣＯ２に関する部分の評価

 （LRＨ3-1　地球温暖化への配慮）

 評価点の合計が

 6点～7点 評価５
　

 4点～5点 評価４
　

 3点　　　評価３
　

 2点　　　評価２
　

 1点　　　評価１

 地表面被覆材に配慮し、
 敷地外への熱的な影響を
 低減する。
（①または②に取り組んで
 いること）
（CASBEE戸建-新築

  LRH3-3 3.2による評価）

①敷地面積に対する舗装
　 面積率 20％未満

②敷地面積に対する日射
　 反射面積率 10％以上

 建築外装材料等に配慮し
 敷地外への熱的な影響を
 低減する。
（①または②に取り組んで
 いること）
（CASBEE戸建-新築

  LRH3-3 3.2による評価）

①屋根面積に対する屋根
　 緑化等面積率 ＋ 日射
   反射率又は長波放射率
   の高い屋根材の面積率
　 20％以上

②外壁面積に対する壁面
　 緑化面積率 10％以上

  評価点の合計が
　5点　　評価５

　4点　　評価４

　3点　　評価３

　2点　　評価２
　
　1点　　評価１

 敷地内の緑化
 外構面積に対する緑化面積

 （CASBEE戸建-新築　QH3-2　2.1による評価）
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A４サイズ以下や販売価格（賃料）及び間取り図が掲載 

されないイメージ広告・予告広告は対象外です。 

届出の手続き 

特定建築物の新築や増改築を行う建築主は、次に示す手順により届出をしてください。また、任意に

よる届出の場合も同様です。 

（注）環境配慮建築物の容積率の割増しを行う総合設計制度を適用する建築物は、許可申請時に計画書

の届出が必要ですので、それまでに事前協議を済ませ評価を確定するようにしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事着手の 

21 日前までに届出 

届出内容の確認、概要の公表 

（届出書は正・副の各１部を提出） 

※広告への表示を急がれる場合には、 

計画書の届出もお急ぎください 

工事完了の公表 

（届出書は正・副の各１部を提出） 

届出をされる前に事前

相談を行ってください。 

表示内容の確認、概要の公表 

指導及び助言、ラベルの送付、副

本の返却 

ラベルのデータは評価確定後にお渡し

ます 

建築物環境計画書 

堺市重点項目シート及び CASBEE 評価 

ソフトの各評価シートの印刷物と根拠資 

料を添付してください 

建築物工事完了届出書 

工事の着手 

工事の完了 

変更工事がある場合 

変更工事着手の 

15 日前までに 

変更届出書を提出 

市 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

民 

 

 

 

 

副
本
の
受
領 

広告物等への表示 
ラベル表示は評価確定後に行ってください 

（事前に建築物環境計画書の届出が必要） 

建築物環境性能表示届出書 

（届出書は正・副の各１部を提出） 

※掲載広告物等を添付してください 

「住みやすさ」と 

「環境への配慮」の 

バランスが大事だね 

 

 
 

 

建 築 主 等 堺    市 

（変更工事の着手） 

工事完了日から 

15 日以内に届出 

建築主、販売等受託者※ 

※販売等受託者とは、届出する建築物の販売 

または賃貸の代理または媒介をする者 

（計画変更があった場合、変更届出が必要） 

表示による責務は、すべて建築主等に帰するものとします。 

買主 または 賃借人 

【不動産情報】 

住宅販売・賃貸 

価格・・・・・円 

【間取り図】 

ラベル 

・・・・・・・・・・・・ 
・・・・・・・・・・・・・ 
・・・・・・・・・・・ 
・・・・・・・・・ 

買主または賃借人 

へ説明 

勧告（義務届出の場合のみ） 
（届出をしない、虚偽の内容のとき） 

氏名等の公表 

（義務届出の場合のみ） 
（勧告に従わないとき） 

9 

工
事
現
場
へ
の 

ラ
ベ
ル
表
示 
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【届出様式及び届出期限】 

届出様式は、堺市建築安全課のホームページからダウンロードすることができます。 

 

届 出 様 式 届 出 期 限 

堺市建築物環境計画書（様式第１号） 工事着手の２１日前までに 

堺市建築物環境計画変更届出書（様式第２号） 変更工事着手の１５日前までに 

堺市建築物工事とりやめ届出書（様式第３号） 工事取りやめの日以後すみやかに 

堺市建築物工事完了届出書（様式第４号） 工事完了日から１５日以内に 

堺市建築物環境性能表示届出書（様式第６号） 広告の表示日から１５日以内に 

堺市建築物環境性能表示変更届出書（様式第７号） 広告の表示日から１５日以内に 

 

１）計画書の届出について 

建築主等は、工事に着手する日の２１日前までに、建築物の環境への配慮のための措置に係る計

画（以下「建築物環境配慮計画」という。）を作成し、堺市建築物環境計画書（様式第１号）により、

建築安全課に届け出てください。 

なお、建築物環境配慮計画の作成や今後の計画書等のスケジュールについては、なるべく事前協

議の上、提出をお願いします。 

 

２）変更の届出について 

建築主等は、工事が完了する日までに届け出た事項を変更しようとするときは、変更しようとす

る日の１５日前までに、堺市建築物環境計画変更届出書（様式第２号）により、建築安全課に届け

出てください。 

なお、次の場合には計画書の変更届出は不要です。 

① 建築物の概要に掲げる事項の変更で、延べ面積の増加を伴わないもの。 

②  建築物の環境配慮のために講じようとする措置に掲げる変更で、新たに環境への配慮のための

措置を実施する場合又は環境への配慮のための措置の内容を変更する場合において、その変更

により評価結果に変更がないもの。 

 

３）工事取りやめの届出について 

建築主等は、工事を取りやめたときは、工事取りやめの日以後速やかに、堺市建築物工事取りや

め届出書（様式第３号）により、建築安全課に届け出てください。 

 

４）工事完了の届出について 

建築主等は、工事が完了したときは、工事が完了した日から１５日以内に、堺市建築物工事完了

届出書（様式第４号）により、建築安全課に届け出てください。 

 

５）任意の届出について 

任意の届出となる建築物の建築主等は、上記１）から４）に準じて、建築物環境配慮計画を作成

し、建築安全課に届け出ることができます。 

ただし、一戸建ての住宅は、新築する場合に限り、面積に関係なく届け出ることができます。 
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ファイル 

の中味 

（お願い） 

目次やインデックスの貼り付けがあると 

資料を確認する時間が短縮できます。 

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ利

用設備検討書 

提出書類  

届出は堺市建築物環境計画書（様式第１号）に、下記の表に掲げる図書を添えて、正・副（計２部）

を、建築安全課（堺市役所・高層館１３階）に提出してください。 

※特定建築主に代わって、設計者等が届出を行う場合は、委任状を添付してください。 

 

【 届出図書の体裁 】 

１． 添付図書はA4版またはA３版で作成し、A4版のファイルに綴り込んでください。 

なお、A3版の図面の場合には、A4版に折って綴じてください。 

２． ファイルの表紙と背表紙には、建物名称などを表示してください。 

３． 下図を参考に必要となる各種資料を綴じ込んでください。 

４．評価の根拠を示す資料には、カラーマーカーでの明示と評価項目の番号の記載など、各評価項目

の箇所が分かるように明示してください。資料中に説明文等を加筆してもかまいません。 

５．内容が十分わかるものであれば、複数の図書をひとつの図書で兼用も可能です。 

６．原則すべての評価項目について、根拠資料が必要となりますが、最低レベルの評価をした場合は、

根拠資料は不要です。（ただしQ2-2.1.1耐震性を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高得点となる項目 

に関する図書 

設備関係図書（必須） 

建築関係図書（必須） 

CASBEE 建築[新築] 

・メインシート 

・評価結果シート 

・スコアシート 

・解説シートなど 

堺市重点項目シート 

・重点項目シート 

・重点項目入力用シート 

 目 次 
委任状 

様式第１号（第３条関係） 

堺市建築物環境計画書 
届出者 ○○○○印 

○○住宅新築工事 
CASBEE 堺 【 正 】 

 

建築主：○○○○ 

設計者：○○○○ 

○
○
住
宅
新
築
工
事 

C
A
S
B
E
E

堺 
【 
正 

】 

資料 

□□□□の評価について 

１・○○○○の配慮 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

２・○○○○の配慮 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

３・○○○○の配慮 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

この部分から・・・・と評価できる 

Q○-○.○について 

この部分から・・・・と評価できる 

LR○-○．○．○・・・・に該当 

根拠資料（A４版）の例 根拠資料（A３版図面）の例 

※根拠となる部分や参照すべき部分を  赤色の枠囲み  などで明示してください。 

資料中に説明文等を加筆しても構いません。 

 評価項目の番号を記入⇒ Q○-○.○    LR○-○．○．○  

1０ 

・再生可能エネルギー利用設備の種類 

と導入検討・報告書を提出してください。 

＊再生可能エネルギー利用設備の導入

検討の手引きを参照してください。 



CASBEE堺 評価マニュアル 15  
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【 届出添付図書 】 

 

Ⅰ．評価ソフトからの印刷物 

№ 添 付 図 書 備         考 

１ 「CASBEE-建築(新築）」の 

①メインシート 

②評価結果シート 

③スコアシート 

④排出係数の設定シート 

⑤CO２計算シート 

⑥配慮事項シート 

⑦Q 及び LR の解説シート 

⑧計画書からの転記シート 

⑨CO２データシート 

⑩LCCO2算定条件シート 

CASBEE 評価ソフトは、一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構の 

ホームページから、最新版をダウンロードして作成してください。 

 

建物の外観パース等は、評価結果シートの外観欄の位置に貼り付けてく

ださい。（外観図の掲載を希望しない場合は、ご相談ください。） 

 

※評価が確定した後、電子データで、CASBEE 評価ソフト（Excel ファイル） 

を提出してください。 

 

２ 
「堺市重点項目シート」の 

① 重点項目シート 

② 重点項目の入力用シート 

堺市のホームページから最新版をダウンロードしてください。 

※評価が確定した後、電子データで「堺市重点項目シート」（Excel ファイル） 

を提出してください。 

 

Ⅱ．再生可能エネルギー利用設備の導入検討結果 

№ 添 付 図 書 備         考 

３ 

再生可能エネルギー利用設備

導入検討シート 

①太陽光発電設備用(義務) 

②太陽熱利用設備用(義務) 

③その他再生可能エネルギー

利用設備用(任意) 

大阪府ホームページ（堺市ホームページにリンク有）から、記入様式（Excel 

ファイル）をダウンロードして作成し、建築物環境計画書に添付して提出してく

ださい。 

 

再生可能エネルギー利用設備導入検討シートは、導入の有無にかかわら

ず提出してください。また検討経過がわかる根拠資料等を添付して提出して

ください。 

 

※詳細は、別冊マニュアル「再生可能エネルギー利用設備導入検討の手引

き」を参照してください。 
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Ⅲ．建築関係図書（必須） 

№ 添付図書 明示すべき事項 評価項目 

４ 特記仕様書(建築) 
敷地・建物概要 

開口部遮音性能  化学汚染物質に対する配慮 

Q1-1.2.1 

Q1-4.1.1 

５ 付近見取図 方位、道路及び目標となる地物  

６ 配置図 縮尺、方位、敷地境界、敷地内における建築物の位置、敷地に接する道

路の位置及び幅員、舗装仕上げ等の外構 

※堺市の重点評価の評価根拠資料として、内容を明示してください。 

（対策内容別に凡例を表示） 

Q3‐3.2 

LR3‐2.2 

堺市重点評価 

７ 各階平面図、 

屋根伏図 
縮尺、方位、間取、各室の用途・面積、有効採光面積、自然換気面積、

バルコニーや屋上緑化 

※堺市の重点評価の評価根拠資料として、内容を明示してください。 

（対策内容別に凡例を表示） 

Q1-3.1.2 

Q1-4.2.2 

Q1-4.3.2 

Q2‐1.1.1 

堺市重点評価 

８ 立面図 縮尺、開口部の位置、屋根仕上げ、外壁仕上げ、 

建築物表面の高温化抑制対策（壁面緑化等）の範囲 

※堺市の重点評価（みどり・ヒートアイランド対策）の評価の根拠資料と

して、内容を明示してください。（対策内容別に凡例を表示） 

Q2‐2.2.2 

Q3‐1 

堺市重点評価 

９ 断面図 
縮尺、階高、各階の天井高さ、建築物の高さ、床・屋上の仕上壁厚、 

外壁・屋根等の外気に接する部分の材質及び熱の損失防止のための措

置内容 

Q1‐3.2.2 

Q1-2.1.3 

Q2‐1.2.1 

Q2‐3.1.1 

10 内部仕上表 

主要な室の床・壁・天井の仕上げ 

Q1-1.3 

Q1-4.1.1 

Q2‐1.3.1 

Q2-2.2.3 

LR2-3.2.2 

11 緑化計画図 樹種、緑地部分の面積、緑化率 

ＣＡＳＢＥＥ緑化基準における緑化面積割合及び中高木の割合の計算書 

※堺市の重点評価（「みどり・ヒートアイランド対策」）の評価の根拠資料

として植栽計画図を添付してください。 

Q3‐1 

Q3-3.2 

LR3‐2.2 

堺市重点評価 

12 計算書 
昼光率、壁長さ比率、緑地面積、中高木の占める面積、建築物表面及び

敷地の高温化抑制対策面積など（ＣＡＳＢＥＥ評価マニュアル参照） 

Q1-3.1.1 

Q2-3.1.2 

堺市重点評価 
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Ⅳ．設備関係図書（必須） 

№ 添付図書 明示すべき事項 評価項目 

13 設備特記仕様書 

設備概要、空調室温設定、設備機器耐震クラス、 

監視・制御システム、消火剤、冷媒 

Q1-2.1.1 

Q1-2.2 

Q1-2.3 

Q2-2.4.4 

LR2-3.2.1 

LR2-3.2.3 

14 電気設備関係図 

受変電設備、引込図、系統図 

Q2-2.2.6 

Q2-2.4.3 

Q2-3.3.3 

Q2-3.3.5 

15 情報通信関係図 

情報機器通信設備、引込図、系統図、システム図 

Q2-1.1.2 

Q2-2.4.5 

Q2-3.3.4 

16 照明関係図、 

照度計算書 照明配置図、制御区画、設計照度 
Q1-3.3 

Q1-3.4 

17 衛生機器リスト、 

カタログ類の写し 
水槽類、ポンプ類、衛生機器類、節水型機器のカタログ等 

Q2-1.3.2 

Q2-2.4.2 

Q2-2.2.6 

Q2-3.3.2 

LR2-1.1 

LR2-1.2.1 

LR2-1.2.2 

18 給排水系統図 
給水、排水管等の材質、口径寸法、配置 

19 空調換気機器リスト 

空気調和設備機器、換気設備機器、排煙設備機器、ボイラー、 

ポンプ類 

Q2-2.2.6 

LR3-3.1.1 

LR3-3.1.2 

LR3-3.1.3 

20 空調ダクト系統図 
給気口、排気口、給気機、排気機、空気調和機類 

Q1-2.1.4 

Q1-2.3 

Q1-4.2.3 

Q2-2.2.4 

Q2-2.2.5 

Q2-2.4.1 

Q2-3.3.1 

21 空調配管系統図 
配管口径、空気調和機(中央式空調換気設備がある場合) 

22 基準階平面図(設備) 給気口、排気口、給気機、排気機、空気調和機器、換気設備機器、

ダクト類、制御区画 

23 省エネ措置の概要 

建築物省エネ法の適合性判定もしくは届出の計算結果の写し 

LR1‐1 

LR1‐3 

堺市重点評価 
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Ⅴ．高得点となる項目に関する図書 

№ 添付図書 明示すべき事項 評価項目 

25 住宅性能

評価書 
ホルムアルデヒド対策等級、 

省エネルギー対策等級、 

劣化対策等級 

Q1-4.1.1 

Q1-2.1.3 

Q2-2.2.1 

LR1-1 

26 構造計算

書(抜粋) 
耐震性（層せん弾力係数、保有水平耐力、重要度係数） Q2-2.1.1 

27 構造特記

仕様書 

免震・制振装置、 

鉄骨断面リスト、 

構造躯体の材料（高炉セメント使用個所等） 

Q2-2.1.2 

LR2-2.1 

LR2-2.3 

28 ハートビ

ル法関連

図書 

建築物移動等円滑化基準チェックリスト、認定書の写し Q2-1.1.3 

29 設備特記

仕様書 室温設定、湿度設定、加湿除湿機能の有無、設備容量、消火剤の種類 

Q1-2.1.1 

Q1-2.2 

LR2-3.2.1 

30 電気設備

機器 
モニタリング（監視・制御システム、監視ポイント） LR1-4.1 

31 カタログ

類の写し 
乾式遮音間仕切りの遮音性能 

フローリングの遮音性能 

Q1-1.2.2 

Q1-1.2.3 

Q1-1.2.4 

リサイクル材 

ＭＳＤＳシート（ＰＲＴＲ法対象物質を含有しないことの表記があるもの） 

LR2-2.4 

LR2-3.1 

32 計算書類 吸音材の使用面積、 

自然換気性能計算書（窓面積／居室面積）、 

清掃員控室や清掃用具室と管理倉庫の面積、粗大ごみスペース等の面積 

ガラス面の反射率等 

Q1-1.3 

Q1-4.2.2 

Q2-1.3.2 

LR3-3.3.2 

33 大気熱負

荷計算書 

「ヒートアイランド対策熱負荷計算モデル（大阪府版）」を使用して作成 

以下のアドレスからダウンロードしてください。 

http://www.pref.osaka.lg.jp/chikyukankyo/jigyotoppage/netuhukatempu.html 

※詳しくは、大阪府環境農林水産部エネルギー政策課温暖化対策グループにお問

合せください。 

LR3-2.2 

34 エネルギ

ー関係書

類 

太陽光発電、地熱利用、自然換気システム等関係書類 LR1-2 

35 交通量調

査資料 
適切な量に対する資料、交通量調査の概要など LR3-2.3.3 

36 風害検討

資料 
調査概要、シミュレーション方法、結果、対策後の結果等 LR3-3.2.1 

37 日影図 
等時間日影図 LR3-3.2.2 

38 その他市

長が必要

と 

認める図

書 

建築物の環境品質・性能の向上及び建築物による外部環境負荷の低減のための措

置について参考となる事項 
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CASBEE 堺  建築環境賞  

環境配慮型建築物の普及促進と低炭素都市「クールシティ・堺」の実現に寄与する意識高揚を図るこ

とを目的として、特に優れた環境配慮への取組みをされた建築主や設計者を表彰いたします。 

 

１  届出の概要の公表  

建築物の環境配慮の評価結果など、届出の概要を市民に公表することにより、建築主による一層の環

境配慮の取り組みが期待されます。また、建築物の環境配慮に対する市民や建物利用者の意識やニーズ

を高めることにより、環境に配慮した建築物の普及を促進します。 

届出の概要は、堺市のホームページに公表します。 

   ■CASBEE 堺のホームページ  http://www.city.sakai.lg.jp/city/info/_kaityou/casbee.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           堺市トップページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 

12 

CASBEE 堺のページへは 

 CASBEE 堺  と入力し、 

検索をクリックしてください 

クリック 

クリック 
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【公表の内容】 

 

１）公表一覧 

公表している概要は、堺市建築物環境計画変更届出書の提出により変更（更新）することがあり

ます。変更（更新）した場合や、堺市建築物工事完了届出書が提出された場合には、更新情報の欄

に記載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）公表シート（ＰＤＦファイル形式でこの２つを公表します） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 
建物 
名称 

建築 
主 

設計 
者 

CASBEE 
値 

堺市の 
重点評価 

環境配慮
の概要 

省エネ 
基準への

適合 

再ｴﾈ設
備 

環境性能 
表示の 
有無 

工事 
完了日 

更新 

情報 

       適合     

            

堺市重点項目シート CASBEE 建築（新築）の評価結果シート 

・ＣＡＳＢＥＥ堺のホームページでの公表期間は、概ね５年間です。 

（ＣＡＳＢＥＥの評価結果は、新築では竣工後３年間、既存は評価後５年間が有効期間です。） 

・広告物に環境性能表示があれば、ラベルの表示番号から建築物を特定できます。 

（建築物環境性能の表示ラベルそのものは掲載しません。） 

・堺市が認証をしたものではありません。認証制度については、一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構

のホームページをご覧ください。 

公表対象は延べ面積 2，000 ㎡以上の 

「非住宅」及び延べ面積10，000㎡以上

かつ建築物の高さが 60ｍを超える「住

宅」 

下の２つの評価結果が公表されます。 

建築物環境性能の表示ラベルやスコアシート、 

設計図書などは公表しません。 

PDF  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

届出義務となる建築物の販売、賃貸を行う広告には、環境性能の表示が必要となります。 

２０１２年7月1日から、販売価格または賃料及び間取り図が掲載されており、広告面積 

がＡ４サイズを超えるものには環境性能表示が義務となっています。 

また、２０１８年4月1日からは、工事現場へのラベル掲示が義務化されましたので、工事完了

まで現場の見やすい場所に表示ラベルを掲示しなければなりません。 

 

 

条例改正のポイント ② 
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第２章 堺市建築物環境性能表示制度 

 

制度の概要 

延べ面積が2,000㎡以上の届出義務がある建築物の販売または賃貸の広告を行う場合には、建築物

環境性能を表示する必要があります。また、工事期間中は、現場への掲示が必要です。 

建築物環境性能の表示を行うことにより、環境配慮に対する取組みや再生可能エネルギー利用設備

の有無を広く市民や購入者または賃借人に、わかりやすくお知らせすることができます。 

ただし、表示に伴う責任は、建築主の自己の責任において行うこととします。 

 

 

建築物環境性能の表示内容 
 

評 価 内 容 ラベルのデザイン（ＰＤＦ形式） 

■ＣＡＳＢＥＥ評価と堺市重点項目シートによる評価の場合： 

総合評価を星の数（最大５つ星）で表し、堺市重点項目に対する取り

組み度合いを桜の花びらの数（５段階評価）および再生可能エネルギ

ー利用設備の有無についても桜の花びらで表示しています。 

 

●CASBEE建築（新築）と堺市重点項目シート（新築・既存版） 

または 

●CASBEE建築（既存）と堺市重点項目シート（新築・既存版） 

または 

●CASBEE戸建（新築）と堺市重点項目シート（戸建版） 

による評価を行った場合 

堺市建築物環境性能表示 

（様式第５号（甲）） 

 

 

 

 

 

 

 

広告（サイズ：横６０ミリ×縦３６ミリ） 

工事現場（サイズ：横２８０ミリ×縦１７０ミリ） 

■堺市重点項目シートのみによる評価の場合： 

堺市重点項目に対する取り組み度合いのみを桜の花びらの数（５段階

評価）で表示しています。（総合評価の欄がありません） 

 

●堺市重点項目シート（簡易版） 

または 

●堺市重点項目シート（戸建版） 

による評価を行った場合 

堺市建築物環境性能表示 

（様式第５号（乙）） 

 

 

 

 

 

 

（サイズは上記ラベルと同様） 
 
 

表示が必要な広告  

販売または賃貸を行う建築物（「販売等建築物」という。）の販売価格または賃料及び間取り図が表

示されている広告を、新聞紙、雑誌、ビラ、パンフレットその他これらに類するものに行う場合には、

建築物環境性能の表示が必要となります。（※ホームページ上での広告等については不要です。） 

ラベルのデザインは上記の様式第５号（甲）となります。ただし、広告の表示面積が623.7c㎡（日

本工業規格A４版）以下のものは、表示を省略することができます。 

※表示すべき期間の終期は、工事が完了してから１年を経過する日とします。 

 

なお、延べ面積が300㎡以上2,000㎡未満の任意届出によるものは、堺市建築物の総合環境配慮

制度を活用して、建築物環境性能の表示を広告に掲載することができます。ただし、簡易評価による

届出となるため、ラベルのデザインは上記の様式第５号（乙）となります。 

１ 

２ 

３ 
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工事現場への表示ラベルの掲出  

平成30年4月1日以降に建築物環境計画書（延べ面積2,000㎡以上の建築物を新築等する際に

届出必要）を届け出た建築物について工事現場への表示ラベルの掲出が必要です（ただし、「表示の届

出」は不要）。建築物環境計画書を届け出た後、市が届出内容を確認した上で、ラベルのデータを送付

しますので工事着手（仮囲い設置後）から工事完了後まで、通行人から、見やすい場所（道路側等）に

1箇所以上、ラベルを掲示してください。 

※ラベルの内容が破損・劣化等で見えにくくならないよう対策を講じてください。 

 

同一敷地内の複数棟を同一の広告に掲載する場合の取扱い 

販売等の建築物一棟ごとに、建築物環境性能を表示することが原則です。 

この場合、販売等の建築物との対応関係がわかるように、建築物環境性能を表示した隣接部分に対象と

なる棟名などを表示してください。 

また、複数棟のうち、一部が建築物環境性能の表示対象となる場合は、対象となる販売等の建築物に

ついてのみ、一棟ごとに表示をしてください。 

 

販売等の建築物で、一部で評価があてはまらない場合の取扱い 

集合住宅の評価は、代表的な住戸と共用部の評価を合わせて、棟全体の評価となっております。 

そのため、表示された評価があてはまらない住戸がありますので、下記の例文を参考に建築物環境性

能を表示した隣接部分に、その旨を表示してください。 

（例文１）「本評価は建物全体について評価したものであり、特定の住戸の環境性能を示すものではあ

りません。」 

 

 

表示の届出  

建築主及び販売または賃貸の代理または媒介をする者（「販売等受託者」という。）は、建築物環境

性能を広告に表示したときは、表示した日から１５日以内に「堺市建築物環境性能表示届出書（様式

第６号）」に当該広告またはその写しを添付して届出てください。表示の届出後、CASBEE堺のホー

ムページに広告表示がある旨を公表します。 

同じ建築物の広告を複数回にわたって行う場合は、建築物環境性能の表示は複数回すべての広告に

表示しなければなりませんが、最初に表示を行った広告時のみ届出てください。同一敷地内に販売等

建築物が複数棟あり、広告時期が異なる場合は、それぞれの販売等建築物ごとに、最初に表示を行っ

た広告時に届出てください。 

 

なお、届出書に添付する広告またはその写しについて、磁気的方法または光学的方法その他、人間

の知覚によって認識することができない方法により記録したもの（CD、DVDなど）やインターネッ

トの利用による場合には、広告内容及び建築物環境性能の表示が確認できる部分を印刷したものを、

広告の写しとして添付してください。 

 

 

変更後の表示の取扱い 

「堺市建築物環境計画変更届出書（様式第２号）」の届出に伴い、建築物環境性能の表示内容に変更

が生じた場合には、速やかに変更後の広告及び変更の届出をしてください。 

この場合の広告には、表示内容が変更されたことが分かるよう、建築物環境性能の表示の隣接部分

４ 

６ 

７ 

８ 

５ 
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に変更内容を分かりやすく表示してください。 

（例文２）「省エネ対策」について、評価を変更しました。 

（例文３）「安全快適なくらし」について、評価が３点から４点に上がりました。 

        

変更後の建築物環境性能の表示を初めて広告に表示したときは、表示した日から１５日以内に「堺

市建築物環境性能表示変更届出書（様式第７号）」に、当該広告またはその写しを添付して届出てくだ

さい。また、当該建築物を購入または賃貸しようとする方や既に契約を締結した方に、変更内容を説

明してください。 

購入者等への説明  

建築物環境性能の表示内容は、宅地建物取引業法が定める重要事項説明には該当しませんが、建築

主及び販売等受託者は、当該建築物の購入者または賃借人に環境配慮に係る措置の評価結果の内容を

説明するように努めてください。 

環境性能表示の見方や各項目の内容などは「CASBEE堺」のホームページに掲載しているパンフレ

ットをご覧下さい。 

また、届出内容の概要が「CASBEE堺」のホームページに掲載されていることを紹介してください。 

 

 

表示に係る検査 

広告に建築物環境性能の表示をするときは、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１

３４号）、社団法人近畿地区不動産公正取引協議会「不動産の表示に関する公正競争規約」など、その

他関連法令を遵守し適正な表示を行ってください。 

なお、届出に係る表示について必要があると認めるときは、検査を実施する場合があります。 

 

 

１  表示の有効期限 

建築物環境性能の表示は、新築の建築物にあっては建築物の工事が完了した日から３年、既存建築

物にあっては届出を行った日から５年を超えて表示することができません。 

一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構では、ＣＡＳＢＥＥ評価の有効期間を次のように定め

ています。 

■ＣＡＳＢＥＥ建築（新築）：設計仕様に基づく予測評価であるため、竣工後３年間。 

■ＣＡＳＢＥＥ建築（既存）：経年による劣化・改善などにより建物の環境性能が変化するととも 

に建物の利用形態も変化するため、評価後５年間。 

 

 

ラベル表示を見る時の注意点 

① 自己表示に基づく表示です 

この評価は堺市が認証したものではありません。建築主等の環境配慮の取組みを、堺市が設けた基

準を用いて自己評価したものです。 

 

② 代表的な住戸を評価しています 

集合住宅は、代表的な住戸と共用部の評価で、建物全体の評価としています。そのため、表示され

た評価が当てはまらない住戸があります。 

 

９ 

11 

12 

10 
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③ 評価時期に注意しましょう 

ＣＡＳＢＥＥ評価ソフトは、建築技術の進歩、環境指標の変更などに伴い改正されます。（表示の

下部に、評価ソフトの年度を記載。）ＣＡＳＢＥＥ建築（新築）における評価結果の有効期間は竣

工後３年間で、長期間に渡る性能を示すものではありません。 

 

 

 

 

１  その他留意事項 

①販売等受託者の責務について 

販売等建築主が、販売等建築物の広告、販売もしくは媒介を委託する場合、広告、販売もしくは媒

介の委託先には、建築主の責務により表示を委託することとします。 

 

 

②建築主の責務 

ＣＡＳＢＥＥによる評価、堺市重点項目シートによる評価及びラベル表示に伴う責務は、すべて

建築主に依存するものとします。 

 

③その他 

建築物環境性能表示は、堺市が認証を与えるものではなく、建築主の自主的な環境配慮への取組結

果を表示するものです。 

また、堺市の建築物環境性能表示であるとの誤認を招くようなラベルの表示は行わないでください。 

 

※ＣＡＳＢＥＥ戸建（新築）の評価結果を公開する場合の注意について 

ＣＡＳＢＥＥ戸建（新築）は、評価の条件がすべて決まっていない段階においても想定条件の

もとで評価することが可能になっております。そのため、評価結果を第三者に提示する際には、

評価結果に加え、どの段階で、どのような条件で評価した結果なのかを正しく伝えることが重要

です。 

特にカタログやチラシに掲載する場合には、閲覧者に誤解を与えないよう評価結果に加えて、

「評価結果は、敷地、家族構成、使われ方、外構などを想定したものです」などのただし書きを

付けてください。 

13 
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第３章 CASBEE-建築（新築）の解説補足資料 

 

適切な評価のために 

１）ＣＡＳＢＥＥ評価ソフトのマニュアルについて 

本制度では、一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構の評価ソフトであるＣＡＳＢＥＥ建築（新

築）を使用します。 

この評価ソフトのマニュアルは、同機構の「ＣＡＳＢＥＥ」のホームページから無料で、ダウン

ロードできます。（ http://www.ibec.or.jp/CASBEE/index.htm ） 

このマニュアルを基に、適切な評価を心がけてください。 

 

 

２）ＣＡＳＢＥＥのＱ＆Ａについて 

同機構のホームページにおいてＣＡＳＢＥＥに関するよくある質問がＱ＆Ａ形式で公開されて

いますのでご覧ください。（ http://www.ibec.or.jp/CASBEE/qanda/qanda.htm ） 

 

 

３）ＣＡＳＢＥＥにおける駐車場の評価方法について 

駐車場としては、駐車場を主用途とした建物のほか、事務所ビルや店舗、複合用途ビルなどに駐

車場が併設されるなどの様々なケースが考えられます。駐車場及び駐車場を含む建築物の駐車場の

取り扱い方について、詳細に解説されています。 

詳しくは、一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構の「ＣＡＳＢＥＥにおける駐車場の評価

方法について」のホームページをご覧ください。（ http://www.ibec.or.jp/CASBEE/parking.htm ） 

 

 

４）建築物衛生法における特定建築物について 

ＣＡＳＢＥＥ評価の「Ｑ２サービス性能」の中の「1.3.2 維持管理機能の確保」では、「建築物

における衛生的環境の確保に関する法律（建築物衛生法）」で定める特定建築物に該当するかどう

かで、評価する取組み内容が異なります。ＣＡＳＢＥＥ評価ソフト「解説Ｑ２シート」の取組み表

の選択を間違えないようにご注意ください。 

なお、建築物衛生法については、厚生労働省の「建築物衛生のページ」をご覧ください。 

（ http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000132645.html ） 

 

 

５）外構緑化指数などの計算方法について 

ＣＡＳＢＥＥ評価の「Ｑ３－1 生物環境の保全と創出」の中の「Ⅲ 緑の量の確保」では、外

構緑化指数を算出することになっています。 

計算方法については、ＣＡＳＢＥＥ建築（新築）の評価マニュアル記載の計算式に基づき算出し

てください。なお、樹冠面積、緑地面積の算定方法についても同様です。（この項目は堺市重点項

目の「みどり・ヒートアイランド対策」での評価のひとつです。） 

 

 

 

 

１ 
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６）地表面対策面積率の計算方法について 

ＣＡＳＢＥＥ評価の「ＬＲ３－1 地球温暖化への配慮」の中の「2.2 温熱環境悪化の改善」で

は、「地表面被覆材に配慮し、敷地外への熱的な影響を低減する」という評価項目があります。 

計算方法については、ＣＡＳＢＥＥ建築（新築）の評価マニュアルの計算式に基づき算出してく

ださい。 

（この項目は堺市重点項目の「みどり・ヒートアイランド対策」での評価のひとつです。） 

 

なお、「Ｑ３－3.2 敷地内の温熱環境の向上」では、「敷地内に緑地や水面等を確保し、敷地内

歩行者空間等の暑熱環境を緩和する」という評価項目があります。計算方法については、ＣＡＳＢ

ＥＥ建築（新築）の評価マニュアル １２９ページの計算式に基づき算出してください。 
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評価ソフトの入力方法について 

１）ＣＡＳＢＥＥ建築（新築）のメインシートへの入力 

ＣＡＳＢＥＥ評価ソフトを開いたら、始めにこのメインシートが開かれています。 

「①  物概要」に評価する建物の概要を入力してください。住宅系用途の建物を評価する場合は「建 

物全体・共用部分」と「住居・宿泊部分」の床面積の比を必ず入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

評価建物の基本情報は、 

各シート及び評価結果表示シートに 

自動的に転記されます。 

気候区分は住宅の省エネルギー基準にお

ける気候区分です。 

集合住宅の場合のみ入力して下さい。 

堺市（旧美原）５，堺市６ を入力します。 

延床面積は、用途別延床面積の欄に 

入力した値の合計が自動的に表示されます。 

「平均居住人員」、「年間使用時間」は、 

わかる場合のみ入力してください。 

評価する建物の用途とその延床面積を 

入力してください。 

複合用途建築物の場合には、各部分の 

用途と面積をそれぞれ入力して下さい。 

用途の判断基準は、原則として、確認 

申請時の提出用途としてください。 

住宅系用途の建物を評価する場合は、

床面積比を入力して下さい。 

病院では病室部分、ホテルでは宿泊室

部分、集合住宅では住居部分の占める

割合を入力します。非住宅系用途の建

物では入力の必要はありません。 
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２）係数シートの入力 

次に、画面下の「係数」タブをクリックして、「排出係数」シートを開いてください。 

CO2排出量の計算に用いる電気の排出係数を選択してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）採点シートの入力 

「採点Ｑ１」タブをクリックして、「採点Ｑ１」シートを開いてください。 

採点シートはＱ１、Ｑ２、Ｑ３、ＬＲ１、ＬＲ２、ＬＲ３の６つのシートに分かれており、各シー

トには各用途における採点基準表が表示されています。評価項目毎に、レベル１～５までの５段階

の採点基準が解説されていますので、この表に従って採点を行ってください。この採点結果は「ス

コアシート」へ自動的に転記表示されます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

採点基準は、項目毎にレベル１～5の段階が設定されており、採点欄ではそのレベル数をプルダ

ウンメニューから選択（レベル３の場合は3を選択）してください。 

また、「Q3 室外環境（敷地内）」や「LR3 敷地外環境」においては、採点基準表に付属する

「評価する取組み」表に示される取組み度合いをチェックして採点します。 

■建物名称 ○○ビル

Q1 室内環境 色欄について、プルダウンメニューから選択、または数値・コメントを記入のこと 実施設計段階

1 音環境
1.1 騒音

1.1.1 室内騒音レベル dB(A)

建物全体・共用部分 重み係数(既定）＝ 0.50 住居・宿泊部分 重み係数(既定）＝ 0.00

レベル 3.0
事・病(待)・ホ・工・

住
学(大学等)・病(診) 物・飲 会 学(小中高) レベル 3.0 病・ホ・住

　レベル　1 50＜ [騒音レベル] 45＜ [騒音レベル] 55＜ [騒音レベル] 40＜ [騒音レベル] 60＜ [騒音レベル] 　レベル　1 45＜ [騒音レベル]

　レベル　2 (該当するレベルなし) (該当するレベルなし) (該当するレベルなし) (該当するレベルなし)
50＜ [騒音レベル]
≦60

　レベル　2 (該当するレベルなし)

■レベル　3
45＜ [騒音レベル]
≦50

40＜ [騒音レベル]
≦45

50＜ [騒音レベル]
≦55

35＜ [騒音レベル]
≦40

45＜ [騒音レベル]
≦50

■レベル　3 40＜ [騒音レベル] ≦45

　レベル　4
40＜ [騒音レベル]
≦45

35＜ [騒音レベル]
≦40

45＜ [騒音レベル]
≦50

30＜ [騒音レベル]
≦35

35＜ [騒音レベル]
≦45

　レベル　4 35＜ [騒音レベル] ≦40

　レベル　5 [騒音レベル] ≦40 [騒音レベル] ≦35 [騒音レベル] ≦45 [騒音レベル] ≦30 [騒音レベル] ≦35 　レベル　5 [騒音レベル] ≦35

騒音：　室内許容騒音レベル＊

２０ ２５ ３０ ３５ ４０ ４５ ５０ ５５ ６０

ＮＣ～ＮＲ １０～１５ １５～２０ ２０～２５ ２５～３０ ３０～３５ ３５～４０ ４０～４５ ４５～５０ ５０～５５

うるささ 無音感――― ―――――――――非常に静か――――――――― ―特に気にならない―――――― 騒音を感じる―               ――――――騒音を無視できない

５ｍ離れてささ ――――１０ｍ離れて会議可能―――― ――普通会話（３ｍ以内）―――― 大声会話（３ｍ）

やき声が聞こえる 電話は支障なし ―――――― 電話は可能― ―――――― 電話やや困難

スタジオ 無音室 アナウンススタジオ ラジオスタジオ テレビスタジオ 主調整室 一般事務室

集会・ホール 音楽堂 劇場（中） 舞台劇場 映画館・プラネタリウム ホテルロビー

病院 聴力試験室 特別病室 手術室・病室 診療室 検査室 待合室

ホテル・住宅 書斎 寝室・客室 宴会場 ロビー

一般事務室 重役室・大会議室 応接室 小会議室 一般事務室 タイプ・計算室

公共建物 公会堂 美術館・博物館 図書閲覧室 公会堂兼体育館 屋内スポーツ施設（拡）

学校・教会 音楽教室 講堂・礼拝堂 研究室・普通教室 廊下

音楽喫茶店 書籍店 一般商店

宝石店・美術品店 銀行・レストラン 食堂

＊）日本建築学会編：建築設計資料集成Ⅰ、環境、p13、丸善、1978

会話・電話への影響

商業建物

■レベル１～５の５段階評価の内、基準値はレベル３です。 

■建築基準法など、最低限の必須要件を満たしている場合はレベル１、一般的な水準と 

判断される場合はレベル３となります。この一般的な水準（レベル３）とは、評価時点の 

一般的な技術・社会水準に相当するレベルをいいます。 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

対象外 

プルダウンメニューから 

レベル１～５、または 

対象外を選択します 

目標とする室内騒音レベルを評価します。 

一般事務室で、５０dB を目標とした場合は、採点表から 

レベル３となるので、プルダウンメニューから「３」を選択します。 
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「評価する取組み」表には、環境配慮設計を行う上で、配慮すべき事項がチェック項目または手法

のリストとしてまとめられており、リストに示される個々の取組みの有無を評価し、与えられるポイ

ントの合計点数（または項目数）により項目の採点を行います。詳しくは評価マニュアルをご覧くだ

さい。 

 

※病院、ホテル、集合住宅の評価を行う場合： 

建物全体として評価する項目（Q3、LR1、LR2、LR3）と、建物の“共用部分”と“住居・宿泊

部分”を分けて評価する項目（Q1、Q2）があるため注意してください。これらの用途については、

必ず「建物全体・共用部分」の評価と「住居・宿泊部分」の評価を両方してください。 

 

※複合用途建築物の評価を行う場合： 

評価者自らにより、含まれる各用途のレベル（得点）をそれぞれの面積割合により加重平均した結

果を入力してください。各用途での結果を評価項目毎に面積加重平均し、結果を整数でCASBEE建築

（新築）の評価ソフトに入力（プルダウンから選択）します。平均の結果は四捨五入した整数としま

す。 

LR1エネルギーの評価では、複合用途建築物の場合「計画書シート」において9用途それぞれに「省

エネルギー計画書」または「住宅性能評価書」からの数値の転記欄が設けられているので、用途毎に

数値を入力してください。 

「1. 建物の熱負荷抑制」については、全用途における採点レベルの面積加重平均、「3. 設備シス

テムの高効率化」については全用途における、基準となる一次エネルギー消費量と評価建物の一次エ

ネルギー消費量をそれぞれ合計し、建物全体でのERRを算定（自動計算）することにより、評価を行

います。 

 

４）計画書シートの入力 

「計画書」タブをクリックして、「建築物エネルギー消費性能確保計画」等からの必要事項の転

記」シートを開いてください。 

省エネルギー基準に基づく外皮性能、一次エネルギー消費量について省エネ計画書もしくは省エネ

届出書の該当する数値を入力します。 

 

建築物省エネ法に基づく「省エネルギー計画書」から、建物用途ごとに、（BPI値もしく

はBPIm値）または、（BEI値もしくはBEIm値）を入力します。 

なお、住宅部分については、品確法に基づく断熱等性能等級を入力します。 
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■使用評価マニュアル： ■使用評価ソフト：

1-1　建物概要 1-2　外観

建物名称 ○○ビル 階数 地上○○F

建設地 ○○県○○市 構造 RC造

用途地域 商業地域、防火地域 平均居住人員 XX 人

気候区分 年間使用時間 XXX 時間/年

建物用途 事務所, 評価の段階 実施設計段階評価 外観パース等

竣工年 0.0 評価の実施日 2014年7月8日 図を貼り付けるときは

敷地面積 XXX ㎡ 作成者 ○○○ シートの保護を解除してください

建築面積 XXX ㎡ 確認日 2014年7月10日

延床面積 3,000 ㎡ 確認者 ○○○

2-1　建築物の環境効率（BEEランク&チャート） 2-2 ライフサイクルCO2 (温暖化影響チャート） 2-3　大項目の評価（ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ）

0.9

CASBEE-建築(新築)2014年版 CASBEE-BD_NC_2014(v.2.0)

2016年12月

BEE = 

S: ★★★★★ A: ★★★★ B+: ★★★ B-: ★★ C: ★ 30%: ☆☆☆☆☆ 60%: ☆☆☆☆ 80%: ☆☆☆ 100%: ☆☆ 100%超: ☆

5

Q2 サービ

ス性能

５）スコアシートの水色セルの入力 

「スコア」タブをクリックして、「スコアシート」を開いてください。 

環境配慮設計の概要記入欄のセルが、水色となっている場合には、そのセルに数値またはコメント

を入力してください。評価点が４以上の場合に、自動的に水色のセルになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配慮事項記入シートの「総合」欄に 

は、建物全体におけるコンセプトを、 

「Q1」～「LR3」欄には、各評価項 

目に関連する事項を入力してください。 

「その他」の欄には「Q1」～「LR3」 

において評価されない「その他」の環 

境配慮の取組みを入力してください。 

 

７）結果シートにおける外観パースの 

貼り付け 

「結果」タブをクリックして、「評 

価結果」シートを開いてください。 

評価結果「1-2外観」欄に外観透視 

図等を貼り付けてください。外観透視 

図等の電子データは、ＪＰＥＧ形式等 

で、概ね１ＭＢ程度までのものとして 

ください。 

６）配慮事項記入シートの入力 

「配慮」タブをクリックして、 

「環境設計の配慮事項」シートを開い 

てください。評価建物の環境配慮の全 

体像を第三者が把握し易くするために、 

環境配慮設計における配慮事項を入力 

してください。 

記述内容は評価結果表示シートの「3. 

設計上の配慮事項」に自動的に転記表 

示されます。 

■　環境設計の配慮事項 ■建物名称 ○○ビル

計画上の配慮事項

総合

Q1
室内環境

Q2
サービス性能

Q3
室外環境（敷地内）

LR1
エネルギー

LR2
資源・マテリアル

LR3
敷地外環境

その他

注）　設計における総合的なコンセプトを簡潔に記載してください。

注）　「LR2　資源・マテリアル」に対する配慮事項を簡潔に記載してください。

注）　上記の６つのカテゴリー以外に、建設工事における廃棄物削減・リサイクル、歴史的建造
物の保存など、建物自体の環境性能としてＣＡＳＢＥＥで評価し難い環境配慮の取組みがあれ
ば、ここに記載してください。

注）　「Q1　室内環境」に対する配慮事項を簡潔に記載してください。

注）　「Q2　サービス性能」に対する配慮事項を簡潔に記載してください。

注）　「Q3　室外環境（敷地内）」に対する配慮事項を簡潔に記載してください。

注）　「LR1　エネルギー」に対する配慮事項を簡潔に記載してください。

注）　「LR3　敷地外環境」に対する配慮事項を簡潔に記載してください。

水色セルの部分は高い点数を入力されている項目ですので、

必ず何らかの根拠とした取組み内容を入力してください。 

なお、セルの欄内に収まるように簡潔に入力してください。 

採点シートで選択した評価が自動入

力されます。。 
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堺市重点項目の入力方法について 

１）入力方法 

この「堺市重点項目入力用シート」にCASBEE評価ソフトの「スコアシート」の数値を入力する

ことにより、「堺市重点項目シート」に評価結果が表示されます。この入力用シートは公表しません。 

３ 

・建物名称、建設地を記入して下さい。 

・CASBEE 評価結果ｼｰﾄ  2-1 建築物 

の環境効率（BEE 値）を記入して下さい 

・建築物における用途ごとの延べ面積を 

入力して下さい。 

・各評価項目の評価値を記入して下さ

い。 

・CASBEE ｽｺｱｼｰﾄ Q２ 1.1.3 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ 

計画における建物全体・共用部分の 

スコア及び重み係数入力してくださ

い。。※重み係数の見方を参照。 

・再生可能エネルギー利用設備の導入 

検討結果を入力して下さい。 

＊再生可能エネルギー利用設備の導入

検討の手引きを参照して下さい。 

② 特に配慮した事項 

左記以外で、地球温暖化・ヒートアイランド対策 

として、特に配慮した事項を記述します。 

（例） ・大規模な自然エネルギー施設を導入する。 

・地域冷暖房を導入する。 

① 先進的な技術の導入 

「建築物の環境配慮技術手引き」に掲載されている技術などの先進的な取り組みについて、 

なぜそれが採り入れられたのか、どのような工夫がされているのかなどを記述します。 

（例） ・太陽光発電による自然エネルギー利用を行なっている。 

・電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の充電設備が設置されている。 

※評価項目が「対象外」の場合

には、「堺市重点項目の入力用シ

ート」には「０（ゼロ）」を入力

してください。 
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２）堺市重点項目シート 

CASBEE評価ソフトのスコアシートからの数値を「堺市重点項目入力用シート」に入力すること

により、自動的に「重点項目シート」に評価結果が表示されます。 

※ＣＡＳＢＥＥ堺のホームページには、このシートが公表されます。 

 

 

【重み係数の見方】 （Q2-1.1.3 バリアフリー計画） 

1.00 

0.40 

スコア 
重み１ 重み２ 
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ＬＲ３－2.3.3 交通負荷抑制」について 

ＣＡＳＢＥＥ評価の「LR３－2.3 地域インフラへの負荷抑制」の中の「2.3.3 交通負荷抑制」では、

建物の運用時に発生する自動車利用による交通負荷（渋滞の発生など）を抑制するための取組み内容に

ついて評価します。評価項目は、次のとおりです。 

Ⅰ．自転車の利用に関する取組みでは、建物利用者のための適切な量の自転車置場の確保 ２）その他 

Ⅱ．駐車場の確保に関する取組みでは、１）適切な量の駐車スペースの確保、 ２）管理用車両や荷捌

き用車両の駐車施設の確保、 ３）駐車場の導入路の位置や形状・数への配慮、４）その他 

となっています。 

 

本市では駐車場整備地区が定められています。次のページをご覧ください。 

■詳しくは、堺市の「駐車場に関する届出」のホームページをご覧ください。 

（http://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/doro/chushajo/chushajo/index.html） 

 

また、駐車場や駐輪場の附置義務台数については、堺市宅地開発等に関する指導基準において、駐車

場や駐輪場の附置義務台数が定められています。 

■詳しくは、堺市の「交通関係施設の整備基準について」のホームページをご覧ください。 

（ http://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/jutaku/kenchiku/shidou/kaihatsu/shidokijun/seibikijun.html） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 
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「ＬＲ３－2.１ 大気汚染防止」について 

本市では、大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく規制があります。 

詳しくは、堺市の「大気に関する規制」のホームページをご覧ください。 

    （http://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/gomi/kankyo_hozen/jigyosha/taikiosen/kisei/index.html）    
 
「ＬＲ３－3.1.1 騒音」について 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■詳しくは、堺市の「工場・事業場の規制について」のホームページをご覧ください。 

          （ http://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/gomi/kankyo_hozen/jigyosha/soonshindo/keieisha/index.html）     
 

「ＬＲ３－3.1.2 振動」について 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

■詳しくは、堺市の「工場・事業場の規制について」のホームページをご覧ください。 

           （http://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/gomi/kankyo_hozen/jigyosha/soonshindo/keieisha/index.html） 
 
 
 

５ 

６ 

７ 

http://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/gomi/kankyo_hozen/jigyosha/soonshindo/keieisha/index.html
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 「ＬＲ３－3.1.3 悪臭」について 

本市では、工場その他の事業場における事業活動に伴って発生する悪臭について、悪臭防止法に基づき、

これまでアンモニアなど特定悪臭物質による物質濃度規制を行ってまいりました。 

このたび、これに代わる 

規制方法として、多種多様 

な悪臭物質に対応可能な人 

の嗅（きゅう）覚を用いた 

臭気指数規制を平成20年 

1月1日から導入しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■詳しくは、堺市の「悪臭防止法による規制について」のホームページをご覧ください。 

         （http://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/gomi/kankyo_hozen/jigyosha/taikiosen/akushu/shukishisu.html） 

８ 
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 第４章 資料編 

届出等の書式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

届出される当該棟の面積を記

入してください。（別棟の自転

車車庫などは除く） 
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副本の受付欄の番号を記入してください。

（例） 第ＹＡ２９－○○ 
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副本の受付欄の番号を記入してください。

（例） 第ＹＡ２９－○○ 
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副本の受付欄の番号を記入してください。

（例） 第ＹＡ２９－○○ 

変更届出を提出した場合は、ＹＢ２９－○○ 
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副本の受付欄の番号を記入してください。

（例）第ＹＡ２９－○○ 

変更届出を出した場合は、ＹＢ２９－○○ 

該当する種別に 

チェックを入れてください。 
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該当する種別に 

チェックを入れてください。 

副本の受付欄の番号を記入してください。

（例）第ＹＡ２９－○○ 

副本の受付欄の番号を記入してください。

（例）第ＹE２９－○○ 

副本の受付欄の番号を記入してください。

（例）第ＹB２９－○○ 
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大阪府温暖化の防止等に関する条例（抜粋）と同施行規則（抜粋） 

 

大阪府温暖化の防止等に関する条例（抜粋） 大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則（抜粋） 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、大阪府環境基本条例(平成六年大阪府条

例第五号)の理念にのっとり、地球温暖化及びヒートアイラ

ンド現象(以下「温暖化」という。)の防止等に関し、府、事

業者、建築主等及び府民の責務を明らかにするとともに、温

室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の

平準化、建築物の環境配慮、エネルギーの使用の抑制等に関

する情報の交換の促進並びにエネルギーを効率的に利用す

る発電設備について必要な事項を定めることにより、良好な

都市環境の形成を図り、もって現在及び将来の府民の健康で

豊かな生活の確保に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

当該各号に定めるところによる。 

一～六 省略 

七 エネルギー エネルギーの使用の合理化等に関する

法律(昭和五十四年法律第四十九号)第二条第一項に規定す

るエネルギーをいう。 

八 建築物 建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)

第二条第一号に規定する建築物をいう。 

九 建築主 建築基準法第二条第十六号に規定する建築

主をいう。 

十 建築主等 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律(平成二十七年法律第五十三号。以下「建築物省エ

ネルギー法」という。)第二条第四号に規定する建築主等を

いう。 

十一 建築物の環境配慮 建築主等が建築物の新築、増

築若しくは改築(以下「新築等」という。)又は維持保全を行

う場合における環境への負荷を低減することその他の建築

物に関する環境への配慮をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一章 総則 

（趣旨） 

第一条 この規則は、大阪府温暖化の防止等に関する条例（平

成十七年大阪府条例第百号。以下「条例」という。）の施行

に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

（定義） 

第二条 この規則の用語の意義は、条例の定めるところによ

る。 

２ この規則において、「年度」とは、四月一日から翌年三月

三十一日までをいう。 

 

２ 
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（府の責務） 

第三条 府は、温暖化の防止等に関する総合的かつ計画的な施

策を策定し、及びこれを実施する責務を有する。 

２ 府は、前項の施策の策定及び実施に当たっては、国及び

他の地方公共団体との連絡調整を緊密に行うよう努めるもの

とする。 

３ 府は、自らの事務及び事業について、温室効果ガスの排

出及び人工排熱の抑制のために必要な措置を講ずるとともに、

府が設置し、又は管理する建築物について、環境への配慮のた

めに必要な措置を講ずるものとする。 

４ 府は、事業者、建築主及び府民による温室効果ガスの排

出及び人工排熱の抑制並びに建築物の環境配慮に関する取組

の促進を図るため、第一項に規定する施策に関する情報の提供

その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（建築主の責務） 

第五条 建築主は、その建築等(新築等、建築物の修繕若しく

は模様替又は建築物への空気調和設備等(建築物省エネルギ

ー法第二条第二号に規定する空気調和設備等をいう。以下同

じ。)の設置若しくは建築物に設けた空気調和設備等の改修

をいう。)をしようとする建築物について、建築物の所有者、

管理者又は占有者は、その所有し、管理し、又は占有する建

築物について、建築物の環境配慮のために適切な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

2 建築主等は、府が実施する建築物の環境配慮に関する調査

に協力する責務を有する。 

3 前二項に定めるもののほか、建築主等は、府が実施する建

築物の環境配慮に関する施策に協力する責務を有する。 

 

（府民の責務） 

第六条 府民は、日常生活において、温室効果ガスの排出及び

人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化並びに建築物の

環境配慮のため、エネルギーの使用の抑制に資する行動、環

境に配慮した機器等の購入その他必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

2 前項に定めるもののほか、府民は、府が行う温室効果ガス

の排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化並び

に建築物の環境配慮に関する施策に協力する責務を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二章 事業活動における温室効果ガスの排出及び人工排

熱の抑制並びに電気の需要の平準化 

第三条－第七条 （略） 

 

第三章 建築物の環境配慮 
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第二章 事業活動における温室効果ガスの排出及び

人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化（省略） 

 

第三章 建築物の環境配慮 

（建築物環境配慮指針の策定） 

第十五条 知事は、次に掲げる事項について、建築主が建築物

の環境配慮を適切に実施するための指針（以下「建築物環 

境配慮指針」という。）を定めるものとする。 

一 エネルギーの使用の抑制に関する事項 

二 資源及び資材の適正な利用に関する事項 

三 敷地外の環境への負荷の低減に関する事項 

四 室内環境の向上に関する事項 

五 建築物の長期間の使用の促進に関する事項 

六 周辺地域の環境の保全に関する事項 

七 前各号に定めるもののほか、知事が必要と認める事

項 

２ 建築物環境配慮指針は、科学的知見、技術水準その他の事

情を勘案して定めるものとし、これらの事情の変動に応じ

て必要な改定をするものとする。 

３ 知事は、建築物環境配慮指針を定め、又は改定したときは、

これを公表するものとする。 

 

（建築主の環境配慮義務） 

第十六条 建築主は、建築物環境配慮指針に基づき、建築物の

環境配慮のための適切な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

2 規則で定める規模以上の建築物(以下「特定建築物」とい

う。)の新築等をしようとする者(以下「特定建築主」という。)

は、当該特定建築物に太陽光を電気に変換する設備その他のエ

ネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化

石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律(平成二十

一年法律第七十二号)第二条第三項に規定する再生可能エネル

ギー源を利用する規則で定める設備の導入についての検討を

行わなければならない。 

3 建築物(新築等に係る部分に規則で定める非住宅部分(建築

物省エネルギー法第十一条第一項に規定する非住宅部分をい

う。以下同じ。)を有するものに限る。)の新築等をしようとす

る者は、当該建築物(非住宅部分に限る。)又は増築若しくは改

築に係る当該規則で定める非住宅部分を有する建築物の部分

(非住宅部分に限る。)を建築物とみなしたものが建築物省エネ

ルギー法第三十条第一項第一号に掲げる基準に適合するよう、

建築物の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止のための措置を

講じなければならない。 

4 建築物(特定増改築(建築物省エネルギー法附則第三条第一

項に規定する特定増改築をいう。以下同じ。)に係る部分に規 

（特定建築物の規模） 

第十九条 条例第十六条第二項の規則で定める規模は、延

べ面積(増築又は改築の場合にあっては、当該増

築又は改築に係る部分の床面積(建築基準法施行

令第二条第三号に規定する床面積をいう。以下同

じ。)の合計)が二千平方メートルであるものとす

る。 

2 条例第十六条第二項の規則で定める設備は、次に掲げ

るものとする。 

一 太陽光を電気に変換する設備 

二 風力を発電に利用する設備 

三 水力を発電に利用する設備 

四 地熱を給湯、暖房、冷房その他の用途に利用する設備 

五 太陽熱を給湯、暖房、冷房その他の用途に利用する設

備 

六 バイオマス又はバイオマスを原材料とする燃料を熱源

とする熱を給湯、暖房、冷房その他の用途に利用

する設備 

3 条例第十六条第三項の規則で定める非住宅部分は、非

住宅部分(建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律(平成二十七年法律第五十三号)第十一

条第一項に規定する非住宅部分をいう。以下同

じ。)(工場等(建築物エネルギー消費性能基準等を

定める省令(平成二十八年／経済産業省令／国土

交通省令／第一号)第十条第一号に規定する工場

等をいう。)の用途に供する建築物の部分を除く。)

の床面積(内部に間仕切壁又は戸を有しない階又

はその一部であって、その床面積に対する常時外

気に開放された開口部の面積の合計の割合が二

十分の一以上であるものの床面積を除く。次項及

び第二十四条において同じ。)の合計が一万平方

メートル以上の建築物の非住宅部分とする。 

4 条例第十六条第四項の規則で定める非住宅部分は、増

築又は改築に係る部分(非住宅部分に限る。)の床

面積の合計が一万平方メートル以上の建築物の

当該増築又は改築をしようとする非住宅部分と

する。 

5 条例第十六条第五項の規則で定める用途は、建築物の

エネルギー性能の向上に関する法律施行令(平成

二十八年政令第八号。以下「建築物省エネルギー

法施行令」という。)第七条第一項各号に掲げる

用途とする。 
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則で定める非住宅部分を有するものに限る。)の特定増改築を

しようとする者は、当該建築物又はその部分(当該規則で定め

る非住宅部分を有する部分に限る。)を建築物とみなしたもの

が建築物エネルギー消費性能基準(建築物エネルギー法第二条

第三号に規定する建築物エネルギー消費性能基準をいう。)に

適合するよう、建築物に設ける空気調和設備等に係るエネルギ

ーの効率的利用のための措置を講じなければならない。 

5 前二項の規定は、居室を有しないこと又は高い開放性を有

することにより空気調和設備を設ける必要がないものとして

規則で定める用途に供する建築物又は建築物の部分について

は、適用しない。 

6 特定建築主は、特定建築物の新築等に当たって、建築物環

境配慮指針に基づき、建築物の環境配慮のために講じようとす

る措置を評価しなければならない。 

 

（建築物環境計画書の作成等） 

第十七条 特定建築主は、規則で定めるところにより、次に掲

げる事項を記載した建築物の環境配慮のための措置に係る計

画書(以下「建築物環境計画書」という。)を作成し、当該特定

建築物の新築等の工事に着手する前の時期で規則で定める時

期までに、知事に届け出なければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者

の氏名 

二 特定建築物の名称及び所在地 

三 特定建築物の概要 

四 建築物の環境配慮のために講じようとする措置 

五 前条第六項の規定による評価の結果 

六 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

2 知事は、前項の規定による建築物環境計画書の届出があっ

たときは、規則で定めるところにより、その概要を公表するも

のとする。 

3 特定建築主は、第一項の規定により届け出た建築物環境計

画書に従い、建築物の環境配慮のための措置を講ずるものとす

る。 

 

 

 

 

 

（建築物環境計画書の届出） 

第二十条 条例第十七条第一項の規定による届出は、建築

物環境計画書(様式第六号)を提出して行わなけれ

ばならない。 

 

第二十一条 条例第十七条第一項の規定による届出は、同

項の工事に着手する日の二十一日前までに行わ

なければならない。 

 

（建築物環境計画書の公表） 

第二十二条 条例第十七条第二項(条例第十八条第二項に

おいて準用する場合を含む。)の規定による公表

は、条例第十七条第一項第一号から第五号までに

掲げる事項について、第八条各号に掲げる方法に

より行うものとする。 

 

（対策計画書の公表） 

第八条 条例第九条第二項(条例第十条第三項において準

用する場合を含む。)の規定による公表は、条例

第九条第一項第一号及び第三号から第五号まで

に掲げる事項並びに前条に規定する事項につい

て、次に掲げる方法により行うものとする。 

一 図書の縦覧 

二 インターネットの利用 

 

（建築物環境計画書の変更の届出） 

第二十三条 条例第十八条第一項の規定による届出は、変

更をした日から三十日以内に、建築物環境計画変

更届出書(様式第七号)を提出して行わなければな

らない。 

2 条例第十八条第二項の規定による届出は、変更に係る

工事に着手する日の十五日前までに、建築物環境

計画変更届出書(様式第七号)を提出して行わなけ

ればならない。 
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大阪府温暖化の防止等に関する条例（抜粋） 大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則（抜粋） 

（建築物環境計画書の変更の届出） 

第十八条 前条第一項の規定による届出をした者(特定建築物

が譲り渡された場合にあっては、譲り受けた者。次項にお

いて同じ。)は、同項の工事が完了するまでに当該届出に係

る同項第一号又は第二号に掲げる事項を変更したときは、

規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出なけれ

ばならない。 

 

2 前条第一項の規定による届出をした者は、同項の工事が完

了するまでに当該届出に係る同項第三号から第五号までに

掲げる事項の変更をしようとするときは、規則で定めると

ころにより、その旨を知事に届け出なければならない。た

だし、規則で定める軽微な変更については、この限りでな

い。 

 

（工事の取りやめの届出） 

第十九条 特定建築主は、第十七条第一項の工事を取りやめた

ときは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け

出なければならない。 

2 知事は、前項の規定による届出があったときは、規則で定

めるところにより、その概要を公表するものとする。 

 

 

 

 

（工事完了の届出） 

第二十条 特定建築主は、第十七条第一項の工事が完了したと

きは、規則で定めるところにより、その旨を知事に届け出

なければならない。 

2 前条第二項の規定は、前項の規定による届出について準用

する。 

 

第二十一条 特定建築主(特定建築物が譲り渡された場合にあ

っては、譲り受けた者)(特定建築主又は譲り受けた者と当該

特定建築物の管理者が異なる場合にあっては、管理者)(以下

「特定建築主等」という。)は、特定建築物(第十七条第一項

第四号に規定する措置の評価をした建築物の部分に限る。

第二十五条において同じ。)の販売又は賃貸について、第十

七条第一項の工事の完了後三年間規則で定める方法により

広告をするとき(特定建築物の販売又は賃貸の代理又は媒

介をする者(以下「販売等受託者」という。)が広告をすると

きを含む。)は、当該広告に同項第五号の評価の結果の要旨

を記載した標章(以下「建築物環境性能表示」という。)を表

示しなければならない。 

 

（軽微な変更） 

第二十四条 条例第十八条第二項ただし書の規則で定める軽

微な変更は、次に掲げるものとする。 

一 条例第十七条第一項第三号に掲げる事項の変更で、特定

建築物の延べ面積の増加を伴わないもの(第十九条第三項

に規定する非住宅部分又は同条第四項に規定する増築若し

くは改築に係る部分の床面積の合計が一万平方メートル以

上になる変更を除く。) 

二 条例第十七条第一項第四号に掲げる事項の変更で、新た

に環境への配慮のための措置を実施する場合又は環境への配

慮のための措置の内容を変更する場合において、その変更に

より同項第五号の評価結果に変更がないもの 

 

（工事取りやめの届出） 

第二十五条 条例第十九条第一項の規定による届出は、工事

を取りやめた日以後速やかに、建築物工事取りやめ届出書

(様式第八号)を提出して行わなければならない。 

 

（工事取りやめの届出の公表） 

第二十六条 条例第十九条第二項の規定による公表は、条例第

十七条第一項第一号及び第二号に掲げる事項並びに同項の

工事を取りやめた旨について、第八条各号に掲げる方法によ

り行うものとする。 

  

（工事完了の届出） 

第二十七条 条例第二十条第一項の規定による届出は、条例

第十七条第一項の工事が完了した日から十五日以内に、建

築物工事完了届出書(様式第九号)を提出して行わなければ

ならない。 

 

（工事完了の届出の公表） 

第二十八条 条例第二十条第二項において準用する条例第十

九条第二項の規定による公表は、条例第十七条第一項第一

号から第五号までに掲げる事項及び同項の工事が完了した

日について、第八条各号に掲げる方法により行うものとす

る。 

 

（建築物環境性能表示の表示を要する広告の方法） 

第二十九条 条例第二十一条の規則で定める方法は、特定建

築物の販売価格又は賃料及び間取りが表示されている広告

(その表示面積が六百二十三・七平方センチメートルを超え

るものに限る。)を新聞紙、雑誌、ビラ、パンフレットその

他これらに類するものに掲載する方法とする。 
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大阪府温暖化の防止等に関する条例（抜粋） 大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則（抜粋） 

（建築物環境性能表示基準の策定） 

第二十二条 知事は、建築物環境性能表示について、その様式

及び表示の方法に関する基準(以下「建築物環境性能表示基

準」という。)を定めるものとする。 

2 知事は、建築物環境性能表示基準を定め、又は改定したと

きは、これを公表するものとする。 

 

（表示の届出） 

第二十三条 特定建築主等は、第二十一条の広告に建築物環境

性能表示を最初に表示したとき(販売等受託者が建築物環

境性能表示を最初に表示したときを含む。)は、規則で定め

るところにより、その旨を知事に届け出なければならない。 

 

 

 

 

 

2 知事は、前項の規定による届出があったときは、規則で定

めるところにより、その概要を公表するものとする。 

 

（表示の変更の届出） 

第二十四条 前条第一項の規定による届出をした者(特定建築

物が譲り渡された場合にあっては、譲り受けた者)(特定建築

主又は譲り受けた者と当該特定建築物の管理者が異なる場

合にあっては、管理者)は、前条第一項の規定による届出に

係る建築物環境性能表示の記載事項の変更をした場合にお

いて、当該変更後の建築物環境性能表示を最初に表示した

とき(販売等受託者が当該変更後の建築物環境性能表示を

最初に表示したときを含む。)は、規則で定めるところによ

り、その旨を知事に届け出なければならない。 

２ 前条第二項の規定は、前項の規定による届出について準用

する。 

 

（建築物の環境配慮に係る措置の評価結果の説明） 

第二十五条 特定建築主等(販売等受託者を含む。)は、当該特

定建築主等に係る特定建築物を購入し、又は賃借しようと

する者に対し、第十七条第一項第五号の評価の結果の内容

を説明するよう努めなければならない。 

 

（指導及び助言） 

第二十六条 知事は、特定建築主等が建築物の環境配慮を図る

ために必要があると認めるときは、当該特定建築主等に対

し、建築物環境計画書又は建築物環境性能表示の内容につ

いて、指導又は助言を行うことができる。 

 

（建築物環境性能表示の表示の届出） 

第三十条 条例第二十三条第一項の規定による届出は、特定

建築主等(販売等受託者を含む。以下同じ。)が条例第二十一

条の広告に建築物環境性能表示を最初に表示した日から十

五日以内に、建築物環境性能表示届出書(様式第十号)を提出

して行わなければならない。 

2 前項の建築物環境性能表示届出書には、特定建築主等が

建築物環境性能表示を最初に表示した同項の広告又はその

写しを添付しなければならない。 

 

（建築物環境性能表示の表示の届出の公表） 

第三十一条 条例第二十三条第二項の規定による公表は、条

例第十七条第一項第一号及び第二号に掲げる事項並びに条

例第二十一条の広告に建築物環境性能表示を表示した旨に

ついて、第八条各号に掲げる方法により行うものとする。 

 

（建築物環境性能表示の表示の変更の届出） 

第三十二条 第三十条の規定は、条例第二十四条第一項の規

定による届出について準用する。この場合において、第三

十条中「建築物環境性能表示を」とあるのは「変更後の建

築物環境性能表示を」と、同条第一項中「建築物環境性能

表示届出書(様式第十号)」とあるのは「建築物環境性能表示

変更届出書(様式第十一号)」と読み替えるものとする。 

 

（建築物環境性能表示の表示の変更の届出の公表） 

第三十三条 第三十一条の規定は、条例第二十四条第二項に

おいて準用する条例第二十三条第二項の規定による公表に

ついて準用する。この場合において、第三十一条中「建築

物環境性能表示」とあるのは、「変更後の建築物環境性能表

示」と読み替えるものとする。 
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大阪府温暖化の防止等に関する条例（抜粋） 大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則（抜粋） 

（市町村の条例との調整） 

第二十七条 建築物の環境配慮に関して、この条例と同等以上

の効果が得られるものとして知事が認める内容を有する条例

を制定している市町村であって規則で定めるところにより指

定するものの区域については、第十六条から第二十一条まで、

第二十三条から前条まで及び第三十八条から第四十条までの

規定は、適用しない。 

 

 

 

 

第四章 エネルギーの使用の抑制等に関する情報の交

換の促進 

 第二十七条～第三十六条 省略 

 

（顕彰の実施） 

第三十七条 知事は、温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制

並びに電気の需要の平準化又は建築物の環境配慮に関し、特

に優れた取組をした者に対し、顕彰を行うものとする。 

 

第七章 雑則 

（報告の徴収） 

第三十八条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、

次の各号に掲げる者に対し、当該各号に定める措置の実施状

況その他必要な事項について報告又は資料の提出を求める

ことができる。 

一 第九条第一項の規定による届出をした特定事業者 温室効

果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準

化に係る措置 

二 第十七条第一項の規定による届出をした特定建築主 建築

物の環境配慮に係る措置 

三 第三十条第一項の規定による届出をした小売電気事業者等 

電気の需給についての対策に係る措置 

四 第三十三条第一項の規定による届出をした者 発電設備の

設置及び運転に係る措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例と同等以上の効果が得られる市町村条例を有するもの

として指定する都市） 

第三十四条 条例第二十七条の規則で定めるところにより指

定する市は、大阪市とする。 

 

 

 

 

 

 

 

第四章 エネルギーの使用の抑制等に関する情報の交

換の促進（省略） 
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大阪府温暖化の防止等に関する条例（抜粋） 大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則（抜粋） 

（勧告） 

第三十九条 知事は、第九条第一項、第十条第二項若しくは第

十一条第一項、第十七条第一項、第十八条第一項若しくは第

二項、第十九条第一項、第二十条第一項、第二十三条第一項

若しくは第二十四条第一項、第三十条第一項若しくは第三十

一条第一項若しくは第三十三条第一項若しくは第三十四条第

一項の規定による届出をすべき者が、正当な理由なく当該届

出をせず、若しくは虚偽の届出をしたとき、又は第二十一条

の規定による表示をすべき者が、表示をせず、虚偽の表示を

し、若しくは建築物環境性能表示基準に適合しない表示をし

たときは、その者に対し、相当の期限を定めて、必要な措置

を講ずべきことを勧告することができる。 

 

（勧告に従わない者の公表） 

第四十条 知事は、前条の規定による勧告を受けた者が、正当

な理由なく当該勧告に従わないときは、当該勧告に従わない

者の氏名又は名称、住所及び当該勧告の内容を公表すること

ができる。 

2 知事は、前項の規定による公表をしようとするときは、当

該公表に係る者に、あらかじめ、その旨を通知し、その者又

はその代理人の出席を求め、釈明及び証拠の提出の機会を与

えるため、意見の聴取の手続を行わなければならない。 

 

（事務処理の特例） 

第四十一条 この条例及びその施行に関する事項を定めた規則

に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって、堺市の区域

に係るものは、堺市が処理することとする。 

一 第十七条第一項、第十八条第一項及び第二項、第十九条第

一項、第二十条第一項、第二十三条第一項並びに第二十四条

第一項の規定による届出の受理に関する事務 

二 第十七条第二項(第十八条第三項において準用する場合を

含む。)、第十九条第二項(第二十条第二項において準用する

場合を含む。)及び第二十三条第二項(第二十四条第二項にお

いて準用する場合を含む。)の規定による公表に関する事務 

三 第二十六条の指導及び助言に関する事務 

四 第三十八条の報告及び資料の徴収に関する事務(同条第二

号に定める措置に係るものに限る。) 

五 第三十九条の規定による勧告に関する事務(第一号に掲げ

る事務に係るものに限る。) 

六 前条第一項の規定による公表及び同条第二項の意見の聴取

に関する事務(前号に掲げる事務に係るものに限る。) 

 

 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、平成十八年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 平成十八年四月一日から同月二十一日までの間に

条例第十五条第一項に規定する工事に着手しようとする者に

対する第十八条の規定の適用については、同条中「同項の工

事に着手する日の二十一日前までに」とあるのは、「この規則

の施行の日以後、速やかに」とする。 

 

附 則(平成二四年規則第七三号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成二十四年四月一日から施行する。 

 

(経過措置) 

2 この規則の施行により新たに改正後の大阪府温暖

化の防止等に関する条例施行規則(以下「新規則」という。)

第三条第一号又は第二号に掲げる者に該当することとなる者

(同条第三号に掲げる者にも該当することとなる者を除く。)

については、大阪府温暖化の防止等に関する条例(平成十七年

大阪府条例第百号)第九条第一項の規定は、この規則の施行の

日から一年間は、適用しない。 

3 この規則の施行の際現に改正前の大阪府温暖化の

防止等に関する条例施行規則第三条各号のいずれかに該当す

る者が提出するこの規則の施行の日の前日の属する年度以前

の年度を初年度とする計画期間に係る対策計画書、変更対策

計画書及び実績報告書については、新規則第六条、様式第一

号、様式第三号及び様式第四号の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 
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大阪府温暖化の防止等に関する条例（抜粋） 大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則（抜粋） 

（規則への委任） 

第四十条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関

し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、平成十八年四月一日から施行する。 

附 則(平成一八年条例第五四号) 

この条例は、平成十八年四月一日から施行する。 

附 則(平成二三年条例第五九号) 

この条例は、平成二十三年八月一日から施行する。 

附 則(平成二四年条例第五五号) 

この条例は、平成二十四年七月一日から施行する。ただし、

第一条の規定は、同年四月一日から施行する。 

附 則(平成二四年条例第九七号) 

この条例は、平成二十四年七月一日から施行する。 

附 則(平成二五年条例第四九号) 

この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。 

附 則(平成二六年条例第一〇〇号) 

この条例は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、

第一条の規定は、平成二十六年四月一日から施行する。 

附 則(平成二七年条例第四〇号) 

 

附 則(平成二四年規則第一一一号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成二十四年七月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 平成二十四年七月一日から同月二十一日までの間に大阪

府温暖化の防止等に関する条例(平成十七年大阪府条例第百

号)第十六条第一項の工事に着手しようとする者であって、延

べ面積(建築物の増築又は改築の場合にあっては、当該増築又

は改築に係る面積に限る。以下同じ。)が二千平方メートル以

上で、かつ、容積率の算定の基礎となる延べ面積が五千平方

メートル以下の建築物の新築、増築又は改築をしようとする

者に対する大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第十

九条の規定の適用については、同条中「同項の工事に着手す

る日の二十一日前までに」とあるのは、「大阪府温暖化の防止

等に関する条例施行規則の一部を改正する規則(平成二十四

年大阪府規則第百十一号)の施行の日以後、速やかに」とする。 

 

附 則(平成二五年規則第八〇号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成二十五年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現に改正前の大阪府温暖化の防止等

に関する条例施行規則第三条各号のいずれかに該当する者が

提出するこの規則の施行の日の前日の属する年度以前の年度

を初年度とする計画期間に係る実績報告書の公表並びに変更

対策計画書及び実績報告書については、改正後の大阪府温暖

化の防止等に関する条例施行規則第十五条並びに様式第三号

及び様式第四号の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

附 則(平成二六年規則第八号) 

この規則は、平成二十六年四月一日から施行する。 

附 則(平成二六年規則第一二五号) 

この規則は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、

第一条の規定は、公布の日から施行する。 

附 則(平成二八年規則第二六号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成二十八年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正前の大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則の

様式により作成した用紙は、当分の間、所要の調整をした上、

改正後の大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則の様式

により作成した用紙として使用することができる。 
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大阪府温暖化の防止等に関する条例（抜粋） 大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則（抜粋） 

 附 則(平成二八年規則第一五〇号) 

この規則は、平成二十九年四月一日から施行する。 

附 則(平成二九年規則第七四号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成二十九年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正前の大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則の

様式により作成した用紙は、当分の間、所要の調整をした上、

改正後の大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則の様式

により作成した用紙として使用することができる。 

附 則(平成二九年規則第一一〇号) 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正前の大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則様

式第十三号により作成した用紙は、当分の間、所要の調整を

した上、改正後の大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規

則様式第十三号により作成した用紙として使用することがで

きる。 
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建築物環境配慮指針  

条例では、知事が、建築主が建築物の環境配慮を適切に実施するための指針（建築物環境配慮指針）を定めるものとして

います。建築主は、建築物環境配慮指針に基づいて、建築物の環境配慮に努めなければなりません。 

建築物環境配慮指針の全文は、次のとおりです。 
 

 

建築物環境配慮指針 

制 定 平成 18年3 月1日 

一部改正 平成 28 年3月9日 

（改正施行 平成 28 年4月1日） 

 
 

１．背景 

建築物は、建物や敷地における太陽熱の蓄積などがヒートアイランド現象に大きな影響を与えており、また、設備機器のエネ

ルギー消費などが地球温暖化の要因となっています。その他にも、建設時における資源の消費や、解体時の廃棄物の発生、開

発による自然環境の減少など、様々な形で環境に影響を与えています。 

一方で、建築物は、安全で豊かな生活を営むための社会資本として良好な居住環境を提供することはもとより、都市の一部と

して緑地やまちなみを形成するなど、それ自体が環境の構成要素としての役割も担っています。また、有効な資源として長寿命

化を図る必要もあります。 

このため、建築物については、地球温暖化やヒートアイランド現象をはじめとした様々な環境負荷を低減させるだけでなく、居

住環境や緑地の形成など建築物自体の環境の質を向上させる取組みを含め、幅広い分野での環境配慮を総合的に推進していく

必要があります。 

大阪府では、建築物の環境配慮制度を定めた「大阪府温暖化の防止等に関する条例（平成 17 年 10 月 28 日、大阪府条例第

100号）」（以下「条例」といいます。）を制定し、平成18年4月から施行することとしました。 

 

２．建築物環境配慮指針の位置付け 

条例第 15 条第 1 項の規定により、知事が、建築主が建築物の環境配慮を適切に実施するための指針（建築物環境配慮指

針）を定めるものとしています。 

建築主は、建築物の新築や増改築をしようとする場合は、建築物環境配慮指針に基づいて、建築物の環境配慮のための適切

な措置を講ずるよう努めなければなりません。 

 

３．建築物の環境配慮を行う事項 

建築物の環境配慮を行う事項は以下のものです。 

 

建築物の環境配慮を行う事項 配慮する内容 

１．エネルギーの使用の抑

制に関する事項 

建物の熱負荷抑制 
外壁の方位
室の配置計画、外壁や窓などの断熱性の向上、日射

熱負荷の低減などによる建築物の熱損失の防止。 

自然エネルギーの利用 

自然採光や自然換気・通気の活用や、太陽光発電システムや河

川水利用ヒートポンプの採用などによる自然エネルギーの有効利

用。 

設備システムの高効率化 

空調や換気、照明、給湯、昇降機などの設備機器について、エネ

ルギー効率の高いシステムを採用することなどによる省エネルギ

ー
化。 

エネルギーの効率的な 

運用 

エネルギー消
費量の計測
、エネル
ギー管理の体制の整備などに

よる、設備機器の効率的な運用。 

２．資源及び資材の適正な

利用に関する事項 

水資源の保護 
節水型機器の採用や、雨水利用・雑排水再利用システムの導入な

どによる水資源の保護。 

低環境負荷材の利用 

リサイクル材料その他の資源循環に配慮した建築資材や、健康被

害や環境影響の少ない資材の利用などによる、資源・資材の利用

の適正化。 

３ 
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３．敷地外の環境への負荷

の低減に関する事項 

大気汚染の防止 
ボイラーやタービン、エンジンなど燃料の燃焼させる機器につい

て、設備や燃料の対策などによる大気汚染の抑制。 

騒音・振動・悪臭の防止 

空調施設や換気機器が発生する騒音・振動や、廃棄物の保管・集

積に伴う悪臭について、対策設備や発生源の配置などによる、騒

音・振動・悪臭の防止。 

風害、日照阻害の抑制 

風向・風速の調査や、風害の発生予測、風害を抑制するための対

策、隣地への日影についての対策などによる風害、日照阻害の抑

制。 

光害の抑制 
屋外照明器具や屋内照明の漏れ光や、広告物等の照明、昼間の

太陽光反射の対策などによる光害の抑制。 

ヒートアイランド現象の 

抑制 

建物の配置による風通しの確保や、太陽熱の蓄積の
防止、人工


排熱量の低減の取り組みなどによる敷地外への熱的負荷の低

減。 

地域インフラへの負荷 

抑制 

雨水の地面浸透対策や、汚水の高度浄化、ごみの分別回収や減

容化・減量化するための施設の導入などによる地域インフラへの

負荷の低減。 

４．室内環境の向上に関す

る事項 

音環境の向上 
暗騒音レベルの低減や、遮音性能、吸音率
向上などによる騒音の

低減。 

温熱環境の向上 

室温や湿度の適切な設定や、断熱
性能の向上、室内の温度差や

気流速度が少なくなるような空調制御の導入などによる快適な温

熱環境の確保。 

光・視環境の向上 
効果的な昼光利用や、庇やブラインドによるグレア対策、適切な照

度の確保、きめ細かな照明制御などによる光・視環境の向上。 

空気質環境の向上 
有害化学物質の少ない建材の利用や、適切な換気、喫煙の制御

な
どによる室内空気汚染の低減。 

室内空間の機能性、 

快適性の向上 

広さの確保や、バリアフリーへの対応、インテリア計画などによる

室内空間の機能性、快適性の向上。 

５．建築物の長期間の使用

の促進に関する事項 

耐久性・信頼性の確保 

耐震性や免震性能の確保や、耐用年数の高い部品･部材の採用、

災害時や緊急時に対応できる設備機器の計画などによる耐久性・

信頼性の確保。 

用途変更や設備更新への対

応性の確保 

室内の空間形状や荷重のゆとり、設備の更新を考慮した建物設計

などによる、用途変更や設備更新への対応性の確保。 

６．周辺地域の環境の保全

に関する事項 

生物環境の保全と創出への

配慮 

既存の地形、緑地、水辺等の保存や、生態系の保全に資する緑化

の推進などによる生物環境の保全と創出。 

まちなみ・景観への配慮 
周辺環境に応じた建物の高さや形状、配置の工夫や、公開空地、

外構等の確保などによるまちなみ・景観への配慮 

地域性・アメニティへの配慮 
建築物と地域の風土、歴史、文化との融合や、周辺住民との交流

拠点の整備などによる地域社会への配慮 

 

４．建築物の環境配慮措置の評価 

建築主は、建築物の新築や増改築をしようとする場合、その建築物における環境配慮のために講じようとする措置を評価する

こととします。 

大阪府では、建築物の環境配慮の取組みを評価する手法（以下「大阪府建築物環境配慮評価システム」といいます。）を構築

しました。これは、地球温暖化やヒートアイランド対策として、省エネルギー対策・緑化・建築物表面及び敷地の高温化抑制という

3 つの項目を重点的に評価する「大阪府の重点評価」と、国土交通省の支援の下に（財）建築環境・省エネルギー機構が開発した

建築物総合環境性能評価システム（CASBEE-建築（新築））から成り立っています。 

評価は、原則として、大阪府建築物環境配慮評価システムによって実施しますが、市町村が、地域の特性や施策の重要性な

どを踏まえ、府と協議の上、独自の評価手法を定める場合には、当該市町村内の建築物は、市町村の評価手法により評価を行う

ものとします。 
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建築物の環境配慮技術の手引き 

 

大阪府では、建築主や設計者の皆様が、条例に基づき、建築物の環境配慮を実施するにあたり、建築物の条件に応じた効

果的な手法を選択できるよう、「建築物の環境配慮技術手引き」を取りまとめました。 

建築物環境配慮指針の内容を踏まえ、建築物の環境配慮技術として、地球温暖化対策やヒートアイランド対策に関するも

のを中心に取り上げ、その概要や環境改善効果、活用事例、設計・施工の留意点などを、写真や図解を交えて分かりやすく記

載しています。 

また、環境配慮技術の建築物への導入事例や、既存建築物の改修事例についても具体的に紹介しています。 

この手引きは、大阪府ホームページからダウンロードできます。 

建築物の環境配慮に取り組む際には、ぜひご活用ください。 

 

 

 

 

 

おおさか環境にやさしい建築賞 

 

 

                                     ※大阪市内の物件については、大阪市において選定します。 

 

■詳しくは、大阪府の「建築物環境配慮制度」のホームページをご覧ください。 

（http://www.pref.osaka.lg.jp/kenshi_shinsa/casbee_index_html/） 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府 環境配慮 検索 

４ 

５ 
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堺市建築物の総合環境配慮に関する要綱 

 

堺市建築物の総合環境配慮に関する要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、低炭素都市「クールシティ・堺」の一層の推進を図るための施策を定めるとともに、

大阪府温暖化の防止等に関する条例（平成１７年大阪府条例第１００号。以下「府条例」という。）第４１

条に基づき、府条例及び大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則（平成１８年大阪府規則第８４号）の

施行について必要な事項を定める。 

 

 （重点項目） 

第２条 府条例第１５条第１項に規定する建築物環境配慮指針において、次に掲げる事項を重点的に評価す

るものとする。 

(1) 二酸化炭素の排出量の削減対策 

(2) 省エネルギー対策 

(3) 地球温暖化対策 

(4) 緑化対策 

(5) 安全で快適な暮らしに関する事項 

 

 （計画書の届出等） 

第３条 次に掲げる建築物の新築、増築又は改築（以下「新築等」という。）をしようとする者（以下「建築

主等」という。）は、工事に着手する日の２１日前までに、建築物の環境への配慮のための措置に係る計画

（以下「建築物環境配慮計画」という。）を堺市建築物環境計画書（様式第１号）により市長に届け出るこ

とができる。 

(1) 建築物（建築物の増築又は改築の場合にあっては、当該増築又は改築に係る部分に限る。）の述べ面積が

３００平方メートル以上２,０００平方メートル未満の建築物（一戸建ての住宅を除く。） 

(2) 一戸建ての住宅（新築に限る。） 

２ 建築物の延べ面積が３００平方メートル以上の建築物で、建築工事が終了した日から１年を経過するも

の（一戸建ての住宅を除く。）（第１４条において「既存建築物」という。）の所有者は、建築物環境配慮計

画を堺市建築物環境計画書により市長に届け出ることができる。 

３ 前２項に規定する計画書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所又は所在地並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(2) 建築物の名称及び所在地 

(3) 建築物の概要 

(4) 建築物の環境配慮のために講じようとする措置 

(5) 前号に規定する措置の評価結果 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

４ 第１項の建築主等及び第２項の所有者（以下「届出者」という。）は、第１項又は第２項の規定により届

け出た建築物環境配慮計画に従い、建築物の環境配慮のための措置を講ずるものとする。 

 

 

 

 

 

６ 
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（計画書の変更の届出） 

第４条 建築主等は、工事が完了する日までに前条第１項の規定により届け出た前条第３項第１号から第５

号までに掲げる事項を変更しようとするときは、変更しようとする日の１５日前までに、堺市建築物環境計

画変更届出書（様式第２号）により市長に届け出なければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当す

る変更については、この限りでない。 

(1) 前条第３項第３号に掲げる事項の変更で、建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積の増加を伴わな

いもの 

(2) 前条第３項第４号に掲げる事項の変更で、新たに環境への配慮のための措置を実施する場合又は環境へ

の配慮のための措置の内容を変更する場合において、その変更により同項第５号の評価結果に変更がないも

の 

２ 前条第４項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

 

 （公表） 

第５条 市長は、第３条第１項若しくは第２項又は前条第１項の規定による届出があったときは、第３条第

３項第１号から第５号までに掲げる事項について、次に掲げる方法により公表するものとする。ただし、同

項第１号の事項に係る公表については、届出者が個人である場合であって、公表について届出者の同意が得

られないときは、この限りでない。 

(1) 図書の縦覧 

(2) インターネットの利用 

 

 （工事取りやめの届出） 

第６条 建築主等は、工事を取りやめたときは、工事取りやめの日以降速やかに、堺市建築物工事取りやめ

届出書（様式第3号）により市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、工事取りやめの日について前条各号に規定する方法に

より公表するものとする。 

 

 （工事完了の届出等） 

第７条 建築主等は、工事が完了したときは、工事が完了した日から１５日以内に、堺市建築物工事完了届

出書（様式第４号）により市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、工事が終了した日について第5条各号に規定する方法

により公表するものとする。 

 

 （指導及び助言） 

第８条 市長は、建築物の環境配慮を図るために必要があると認めるときは、届出者に対し、建築物環境計

画の内容について、指導又は助言を行うことができる。 

 

（建築物環境性能表示の表示） 

第９条 届出者は、第３条第３項第５号に規定する評価結果として届け出た堺市建築物の総合環境配慮制度

（建築環境総合性能評価システム（以下「ＣＡＳＢＥＥ」という。）及び第２条に規定する重点項目により建築

物の環境への配慮、室内の快適性、景観への配慮等について総合的な評価をする制度をいう。）による自己評価

の結果を次に掲げる方法により表示することができる。 

(1) 新聞、雑誌、ビラ、パンフレットその他これらに類するものへの掲載 

(2) インターネット、電子メール等への掲載 
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 (3) 建築物の敷地内における看板等への掲載 

 

（建築物環境性能表示の様式） 

第１０条 届出者は、府条例第１７条第１項第５号に規定する評価結果として届け出た堺市建築物の総合環境

配慮制度による自己評価の結果を表示する場合は、堺市建築物環境性能表示（様式第5号（甲））により表示し

なければならない。 

２ 届出者は、前条の規定により自己評価の結果を表示する場合は、次の各号に定める様式により表示しなけ

ればならない。 

(1) ＣＡＳＢＥＥ及び第2条に規定する重点項目による評価を行なった場合、堺市建築物 

環境性能表示（様式第5号（甲）） 

(2) 第２条に規定する重点項目による評価のみを行った場合、堺市建築物環境性能表示 

（様式第5号（乙）） 

 

（表示の届出等） 

第１１条 第９条の規定により堺市建築物環境性能表示を初めて広告等へ表示したときは、当該表示をした日

から１５日以内に、堺市建築物環境性能表示届出書（様式第６号）に当該広告等又はその写しを添付して市長

に届け出なければならない。 

２ 第４条の規定による届出により堺市建築物環境性能表示の内容を変更した場合については、当該変更後の

堺市建築物環境性能表示を初めて広告等へ表示した日から１５日以内に、堺市建築物環境性能表示変更届出書

（様式第7号）に当該広告等又はその写しを添付して市長に届け出なければならない。 

 

（表示に係る検査） 

第１２条 市長は、前条の届出があった場合で、必要があると認めるときは、当該届出に係る表示について検

査を実施するものとする。 

 

（遵守事項） 

第１３条 第９条の堺市建築物環境性能表示を広告等へ表示するときは、不当景品類及び不当表示防止法（昭

和３７年法律第１３４号）その他関連法令を遵守し、適正な表示を行わなければならない。 

 

（表示の有効期限） 

第１４条 堺市建築物環境性能表示は、新築の建築物にあっては建築物の工事が完了した日から３年、既存建

築物にあっては第３条第２項の規定により届出を行った日から５年を超えて表示することができない。 

 

 （表彰） 

第１５条 市長は、本市内の建築物における環境への配慮について、特に優れた取組みをした者に対し、表彰

を行うものとする。 

 

 （委任） 

第１６条 この要綱の施行について必要な事項は、所管部長が定める。 
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   附 則 

 この要綱は、平成２３年８月１日から施行する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成２４年７月１日から施行する。 

２ 平成２４年７月１日から同月２１日までの間に、この要綱による改正後の堺市建築物の総合環境配慮に関

する要綱（以下「新要綱」という。）第３条第１項に規定する工事に着手しようとする者で述べ面積が３００平

方メートル以上２，０００平方メートル未満の建築物の増築又は改築及び１戸建ての住宅の新築をしようとす

る者に対する新要綱第３条第１項の規定の適用については、同項中「工事に着手する２１日前までに」とある

のは、「この要綱の施行の日以後」とする。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 
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